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1. ピアリフレクションによる学生のリーダーシップ行動の向上 

～ e-ポートフォリオによる効果検証～ 
 

丸山 智子*1，白石 千遥*2，井上 雅裕*2 

 
Positive changes of student leadership behavior through peer reflection  

Reflection: The use of e-portfolio  
Tomoko MARUYAMA, Chiharu SHIRAISHI, Masahiro INOUE  

*1 Ehime University, Bunkyo-cho3, Matsuyama-shi, Ehime  
*2 Shibaura Institute of Technology, Fukasaku307, Minuma-ku, Saitama-shi,Saitama 

 
Abstract   
 The leadership education has been carried out to the first year students of the master's program of Systems 
Engineering and Science over ten years. The leadership education learning cycle consists of 5 modules, 
knowledge, simulated-training, real action, reflection, and assessment. The students get knowledge, train 
virtual leadership actions by simulator, apply them in the real situations (Project Based Learning), and reflect 
their own actions and its results. They turned this cycle for many times to enhance their leadership ability. 
E-portfolio has been introduced to allow students to review their behavior. In this education program, we 
introduced peer reflection．The students exchanged reflections with each other based on the behavior written 
in the portfolio．As an effect of peer reflection, students’ positive promotion of leadership behavior was 
shown．  

 
Key Words: Leadership Education, Simulated Experience, E-portfolio, Reflection, Project Based Learning. 

  
1．はじめに 

 
教育観のパラダイム変換により，学習と評価に関する考え

方や方法などが変化してきた．学習の主体は「教員中心」か

ら「学生中心」に，学習傾向においては「暗記中心の学習」

から「経験による学習」へ移り変わってきた．また，評価さ

れる対象においては，「テストの点数」から「学習活動のプ

ロセスを通した学習成果物や記録」が重視されるようになっ

た(1)．このような流れの中で，大学教育において育成が必要

とされるスキルの一つとして，リフレクション（内省）が注

目されるようになってきた(2) ．Dewy は，真の経験は，行う

こととその結果との関連を発見し，両者が連続性をなす意図

的な努力によってもたらされるとし，リフレクションの重要

性を述べている(3)．その後，Kolb は，具体的な経験に対して，

内省的観察により抽象的な概念を形成し，これらを基にさら

にアクティブな実験を行う経験学習サイクルを構築した．こ

れは現在では教員養成や看護教育で広く活用されている(4)．

リーダーシップ研究においても経験学習によるリーダーシ

ップ開発が主流を成してきている．多くの研究者が，その育

成プロセスにリフレクションが不可欠であると指摘してい

る(5)． 
芝浦工業大学院理工学研究科修士課程 1 年生（約 80 名）

を対象とした必修科目「システム工学特論」の中で, リーダ

ーシップ教育を実施している．本リーダーシップの授業は, 
体系的なアクティブ・ラーニングで構成されている．まず, ヒ 
ューマンスキルに関する知識を座学で習得し, 次に対人関係

強化を目的に開発されたシミュレータで繰り返しトレーニ

ングした後に, PBL(Project based learning)活動の中で実行動

につなげるサイクルを回す．行動のリフレクション手段とし

て e-ポートフォリオ（電子的に扱うポートフォリオ）を導入

している．本研究では, リーダーシップ行動を記録した e-ポ
ートフォリオを活用した学生同士のリフレクションを実施

し, その結果が学生のリーダーシップ行動改善へ効果的に作

用したかについて分析を行なった．ここでの学生同士のリフ

レクションとは，PBL のグループでメンバー同士の行動につ

いて良い点や改善点などを相互評価し合う活動を指す． 
 

2．理工学系大学院生に対する体系的なリーダーシップ教育 

 

2008 年度から芝浦工業大学大学院理工学研究科修士課程

学生を対象に, リーダーシップ教育を実施してきた(6) (7) (8). 

本教育は，リーダーシップを『人間関係のスキルを活用する

ことによって，個々の強みを活かし，人々を巻き込んで物事

を達成できる能力』と定義する．また，リーダーシップは, 私

たち全員に関わること，そしてリーダーシップの特性とスキ

ルは学び高めることができるという概念を基盤にすすめら

れてきた(9)． 

 
2.1 学修教育目標 

 

 学修教育目標は以下の 3 点である． 

(1)プロジェクト活動を実施する際に必要とされるヒュー

マンスキルの体系的知識を理解する 
(2)ヒューマンスキル，リーダーシップを技術的な活動の場

面で実践できる 
(3)自己のヒューマンスキルを客観的に理解し，行動目標を

設定できる 
 

代表者 e-mail address：maruyama.tomoko.xl@ehime-u.ac.jp １ 
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2.2 行動変容を促すシミュレータの活用 

 
本教育は, 知識の習得に終わることなく，得た知識を実践

に結びつけ，新しいリーダー行動の定着までを目指す．行動

変容を促すために，反復練習，疑似体験を積み重ねることが

できるトレーニングツールとして，シミュレータを活用する．

シミュレータでのリーダーシップ行動の反復練習は実践へ

の抵抗感を軽減し，知識と実践を結ぶ橋渡しの役割を果たす． 
 
2.3 シミュレータを活用したトレーニング 

 
シミュレータは，対人関係力を強化し，周りのメンバーを

巻き込んで目標達成を目指すリーダーシップスキル獲得を

目的として，開発されたものである【注釈】．会議形式の 5
つのシナリオが組み込まれており，様々な場面と人間関係で

構成されている．学習者のアプローチの違いによって，シミ

ュレータの登場人物の反応も変化し，リーダーシップ発揮度

合いに影響を与えるようになっている． 
シミュレータのトレーニングは，繰り返しの思考やアクシ

ョンが体に定着し，最終的にはそれが実際の行動として意識

することなく自然に出てくることを目指している. 
また，シミュレータ機能の一つとして，必要に応じて場 

面を一時停止することができ，日頃無意識にとっている行動

を振り返り，起っている状況を把握し，分析する時間を持つ

ことが可能となる．その結果，次の行動を冷静に決定し，実

施に移すことができる．現実の世界では時間が刻々と過ぎる

中，チームの緊張度を考えたり，相手の感情や意図などをじ

っくり読み取ったりする時間を持たず，直感的に次の行動を

選択している．その場合，パターン化された行動をとりがち

で，より良い別の行動を選択する機会を失っている可能性が

ある． 
疑似体験を重ねた後，実際の行動へ移していくが，シミュ 

レータ上では上手くいったことが，実践では様々な制約が加

わり想像した結果にならない場面に出くわす．そういった場

合，思考を止めてしまわず，シミュレータでトレーニングし

た過程と同様に，自分の行動をフィードバックすることで改

善点を見出し，別角度からのアプローチを実施してみる. シ
ミュレータでのトレーニングと実践の往還によって，徐々に

行動を変容させていくことを目指す． 
 
2.4 「3‐1 原理」について 

 
学生は技術的活動の中で， メンバーのやる気を高め，生

産性の高いチームを作りプロジェクトを成功に導くことが

求められる，そのためには，信頼関係や友好関係が構築でき

るスキル（パワーと定義する） や，メンバーが生産性高く

作業できるよう，彼らの緊張状態をコントロールするスキル 
（テンションと定義する） が必要となる．また，選択肢の

幅を広げるために， 自らがアイデアを出したり， メンバー

から創造性を引き出したりするスキル（アイデアと定義す

る）が要求される．本教育においては， これら 3 つのスキ

ルを使ってメンバーに影響を与え，最終的には結果を出す

（ワークと定義する），といった考え方をリ一ダーシップ発

揮の重要な概念とする．この概念は，3− 1 原理(10)として体

系化されており，今回の教育は 3 つのスキルであるパワー，

テンション，アイデアにより，業務（ワーク） を達成する

この原理を基本に実施した．使用したシミュレータはこの原

理に基づいて実装されている， 
 
 

2.5 リーダーシップの達成状況スコア 

 

会議が終了するごとに，リーダーシップがどのくらい発揮 
できたか，達成状況がスコアやグラフで表示され振り返りが 
できるようになっている．リーダーシップ・スコア（図 1） 
は，提案されたアイデアの数，生産性の高いテンションで進 
めることができたか，学習者のメンバーに対する影響力など 
を指標にして，リーダーシップがどのくらい発揮できている 
かの度合いを示している. 
また，実施したリーダーシップが指示型であったのか，参 

加型または委任型であったのか客観的に評価することがで 
きる画面では，自分のリーダーシップスタイルの偏りを知る 
こともできる．どのタイプのリーダーシップが効果的かは， 
場面や関わり合うメンバーの気質，能力によっても違ってく 
る．シナリオを何回も繰り返すことで，状況によってリーダ

ーシップスタイルを変化させることの有効性を体験するこ

とができる. 
結果が数値化されることは，実施したことがダイレクトに 

返ってくるので学習者にとって善し悪しを判断しやすい．一 
方で，数値の高さだけを追い求めるようなやり方は，ゲーム 
感覚に陥ってしまう恐れがある．そうならないために，他の 
様々な結果レビュー画面（影響力の発揮度合い，チームのテ 
ンションの変化，アイデア創出の状況など）と共に疑似体験 
の振り返りに時間をかけることが非常に重要である. 

 
Fig.1 Leadership Score 

 
2.6 体系化されたリーダーシップ教育の実施 
 

2008 年度から実施してきたリーダーシップ教育では，対

象，学修教育目標，時間制約などの条件に合わせて，教育方

法を設計し，実施し，学修成果を検証してきた．その結果に

基づいて，アクティブ・ラーニングでのリーダーシップ教育

の共通モデルを構築した（図 2）(11)． 
本リーダーシップ教育モデルは，5 つのモジュールである

「知識学習」，「練習」，「実践」，「リフレクション」，そして

「学修評価（診断・形成・総括的評価）」で構成されている．

「練習」のモジュールでは, 疑似体験でのトレーニングがで

きるシミュレータを活用する．更に「実践」のモジュールで

は, リーダーシップ演習の成果を, 同じ週に実施されている

システム工学特別演習（PBL）(12) (13)で実際に実行するよう

設定した． 
 本研究は, 「リフレクション」のモジュールの研究にあた

る．このモジュールでは, 学習者自身, 学習者同士協同して, 

そして教員と一緒にリフレクションを実施し, スキルの修正

や追加,挑戦したい行動などを特定することを目指している．

2 
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特に本研究では，学習者同士が協同してお互いの成長を促す

リフレクションに焦点をあてる． 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig.2 Leadership Education Model 

 
3. リーダーシップ開発におけるリフレクションの研究から 

 

 八木はリフレクションを「自分が自分を見つめ，理解を深

め，変化する」と定義づけ，リフレクションの経験はリーダ

ーとしての有効性を高めるとした(14)．Densten らは，リーダ

ーシップ開発に，リフレクション活動を組み込むことの目的

として，リーダーシップの観点から学生が経験の重要性を認

識することによって自らのポテンシャルを最大限発揮する

ためであることを示している(15)．さらに彼らは，経験への意

味の構築を主体的に行うクリティカルリフレクションが学

生に変化をもたらすとし，クリティカルリフレクションとリ

ーダーシップの効果性の関係について更なる研究の必要性

を述べている(15)．Brookfield によると，リーダーシップ教育

における深い熟慮的学習は，学生に自らの根底に流れる力の

ダイナミクスについて熟考させ，基本的な仮説と実戦に疑問

を投げかけることを求めている(16)．さらに，学習における意

図的なリフレクションは，学習行動自体にも影響を及ぼすと

し，メタ認知を促す役割を担うことも言及されている(17)．ま

た，米国では大学生のためのリーダーシップ理論やプログラ

ムモデル開発が活発に進められている．その中でも多くの大

学がプログラム設計に活用している「Relational Leadership 
Model」(9)や「Social Change Model of Leadership Development」
(18)では，自己認識を高めるリフレクションを，リーダーシッ

プに必要な能力として位置づけている．一方実証研究におい

て，泉谷は，Critical Reflection が大学生のリーダーシップの

資質を高める一助となることを明らかにしている(19)．Critical 
Reflection とは，自己の思い込みや価値観に気づき，それら

を他者とのより良い関わりや問題解決行動のために，変化さ

せるプロセスを指す．     
このように，これまでの研究の多くは，学生の成長に寄与

するリフレクションの意義を述べている．今後は，経験を通

して自分自身のありようを認識し，解釈し，理解を深めるこ

とを経て課題を捉え，次の行動へつなげていくためのリフレ

クションプロセスの解明が求められている(20)． 本研究では，

学生同士の相互リフレクションによるリーダーシップ行動

変容への有効性について明らかにする． 
 
4. 大人数クラスでの効果的なリフレクション 

 

 他者の成長を促すリフレクションができることは,リーダ

ーシップ開発において重要な要素である．本研究の特色は, 

e-ポートフォリオを活用した学生同士のリフレクションを

通したリーダーシップ力育成を目指す点にある．また, 少人

数クラスであれば, 教員が e-ポートフォリオに記載してある

学修行動を分析し, 個々の習熟度にあわせたフィードバック

が可能である．しかし，大人数クラスの場合, 膨大な量の e-
ポートフォリオを読んで, 個々へのフィードバックを行うこ

とは, あまり現実的ではない．本研究では, 大人数クラスに

おいて, 教員が指導・サポートしながら, 行動改善につなが

る学生同士の相互リフレクションの可能性を追究する． 

 

4.1 効果的な e-ポートフォリオの活用 

  
教育現場には, e-ポートフォリオ(電子的に扱うポートフォ

リオ)が浸透してきている．効果的な e-ポートフォリの活用

によって, 学生は自身の学習についてリフレクションを行い, 
継続的な学び方の改善を行うことができる．また, このプロ

セスを通して, 正課授業と正課外活動を繋ぐ学習の統合が促

進される(21)． 
e-ポートフォリオの活用の目的や内容, 記載方法などは

様々であるが, なにより学生の学びにつながるものでなけれ

ばならない．特にポートフォリオに記載された学生の体験は, 
リフレクションがない限りただの出来事で終わってしまう．

また, 経験を成長に結びつけるためのリフレクションを個人

で行うことには限界がある．人は問われると考えるものであ

る．なぜそのようなことが起こったのか, それは何を意味し

ているのか, 他の状況にも適用できるのか, 既有の情報と関

連づけることができるかなど，人から問われることで深く考

え, 経験への意味づけが可能になる． 
 
4.2 e-ポートフォリオへの記入プロセス 

 

e-ポートフォリオは, 以下の項目を記録するよう構成され

ている． 
・シミュレータトレーニングの結果を振り返る．シミュレー

タでの疑似体験を通して他者への関わり方などについて気

づいたこと 
・システム工学特別演習(PBL)で, 具体的にどんなリーダーシ

ップのアクションをとったか．その結果どうだったか 
・シミュレータトレーニングによる結果スコア 
・リーダーシップ行動の行動特性を自己評価で点数化する 
・グループメンバーからのアドバイスを用いて改善したかど

うかを問う質問への回答 
また， e-ポートフォリオへの記入とリフレクションは次

のようなプロセスで行なった． 
①学生は, 疑似体験及び実践でのリーダーシップ行動の結 
果を, 授業と授業間である 1 週間に 1 回 e-ポートフォリオに

記録する．6 週間継続する． 
②6 週間記録を継続する間，2 週目の授業において，学生同

士の e-ポートフォリオを活用した相互リフレクションを実

施する．81 名のクラスの学生を 6 名１グループとして分け

て実施する．お互いに e-ポートフォリオの記載内容を共有し, 
リフレクション手順に沿って相互リフレクションを実施す

る． 

3 



Copyright © 2019-2020 日本リーダーシップ学会 All Rights Reserved. 

③学生は, 相互リフレクションによって得られた他者からの

コメントを参考にして, リーダーシップ行動の改善点や, 取
り組んでみたい行動を具体的にポートフォリオに記入する．

残り 4 週間は, そのアクションプランに沿って行動する． 
④学生は，6 週目の行動記録の際, 同時に学生同士の相互リ

フレクションに対する効果についての質問事項に回答する． 
 
4.3 学生同士相互リフレクションのプロセス 

 

 6 週間のトレーニングの 2 週目の授業で， e-ポートフォリ

オに記載した疑似体験及び実践での行動について, 学生同士

のリフレクションを行なった．リフレクションの流れは以下

の通りである．まず，個人でリフレクションを行なった後，

グループでのリフレクションへ進む． 
 
① 個人のリフレクション 
- 何が起こったかを描写する．実際の行動の中で, 特にどう

したらよかったのか迷う行動, 改善したいと思った行動を記

述する. 
- その時, どう思ったか, どのような感覚を得たかを記録

する 
- 何が良くて, 何が悪かったと思うか評価する 
- こうなってしまった原因は何か分析する 
② グループでのリフレクション 
- 6 名のグループで行なう．順番にファイシリテート役を担

い, 個々のメンバーのリフレクションをグループ全員で行え

るように進行する． 
- ファシリテーターは, リフレクション役のメンバーの行

動に対し質問を投げかけ，その意味を深く追求できるよう促

す．今回の場合はどうすればよかったかを他のメンバーに問

いかけ, 様々なアイデアを引き出す． 
- 更に次からは, どんな行動をすればいいかを全員でディ

スカッションする．様々な行動の可能性が模索できるように

ファシリテーターには, リーダーシップが求められる． 
③ 個人作業 
- グループのリフレクションによって得られた，行動の改

善策，今後実施していきたい具体的な行動を，ポートフォリ

オへ記入する． 
④ 結果発表                
- 最後に，グループごとにリフレクションの結果を発表し，

受講者全体で共有する． 
 

5. 調査概要 

 

5.1 調査対象 

 

必修科目「システム工学特論」の受講者である理工学研究

科修士 1 年生 81 名を調査対象とした． 
 

5.2 調査内容 

 
e-ポートフォリオの学習記録を用いて, 3 つの観点から調

査を行なった．  
 
① 評価１：テキストマイニングによる重要・頻出単語抽出 
テキストマイニングでは，IBM 社の SPSS Text Analytics for 

Survey を用いて, 頻出・重要単語を自動的に抽出した．「し

かし」「～といった」などの機能語を除外し, 演習に関係する

重要な単語を手作業で抽出し直した．重要単語とは,「3− 1

原理」の要素である「パワー」「アイデア」「テンション」「ワ

ーク」である．  
 
② 評価 2：シミュレータ実施後のスコアの推移 
シミュレータトレーニングの成果は, 実施ごとにリーダー

シップ発揮度合いをスコアとして確認できる．ここでのスコ

アの基準値は，80 点取れれば「3− 1 原理」に基づいたリー

ダーシップが発揮できていると評価される．学生は, 毎日ト

レーニングを実施し, 週に 1 回その週の最高得点と最低点を

記録する．受講者全員のスコア平均値の変化と, 評価 1 の重

要単語の頻出度合いの関係を分析した． 
 
③ 評価 3：学生同士のリフレクションがリーダーシップ行 
動に与える影響 
学生同士のリフレクションが，その後のリーダーシップ行

動変容に効果的であったかを評価するため，リーダーシップ

行動頻度の変化と学生同士のリフレクションの効果につい

て調査した． 
＜リーダーシップ行動頻度の変化＞ 
学生は, PBL の演習の中でリーダーシップの実践を行なった．

その結果を, 毎週リーダーシップ行動（表 1）の観点から行

動頻度を評価し, 1 週間に 1 回 e-ポートフォリオに記録した．

6 週間継続した．評価基準は, 以下の 4 段階である． 
「1.いつもできる」「2.しばしばできる」 
「3.ときにはできる」「4.あまりできない」 

 
Table1 Leadership Behavior 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
＜学生同士のリフレクションの効果＞ 
2 週目の授業で実施した学生同士のリフレクションが, その

後のリーダーシップ行動の改善にどのくらい役立ったかを

評価した．評価基準は以下の通りである． 
「1.大いに役立った」「2.役だった」 
「3.少し役立った」「4.あまり役立たなかった」 
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上記の調査から, 学生同士のリフレクションの結果を行動

改善に役立てた学生と役立てなかった学生のリーダーシッ

プ行動の自己評価の点数結果を分析した．まず, 12 項目の

リーダーシップ行動（表 1）それぞれにおいて, 学生が自己

評価した 1, 2 回目と 5, 6 回目の行動頻度の数値をそれぞれ

平均した．次に 12 項目の行動のうち点数が上がった項目数

をカウントし, その結果と学生同士のリフレクションの効果

の度合いとの関係性に着目した． 

 
6．評価結果 
 
まず評価 1 の週ごとの重要キーワードの出現数の推移を

表 2 に示す．シミュレータトレーニングの結果を振り返り, 

実践を通して他者への関わり方などについて気付いたこと

を記録した e-ポートフォリオのテキストを分析した結果で

ある．重要キーワードは, どの週にも一定の高い頻出度合い

で抽出され, 中でも「アイデア」「テンション」を重要視す

る学生が多く, 出現数が特に高くなっている．  

次に, 評価 2 のシミュレータのスコア結果の推移を表 3 に

示す．1 週目から 6 週目まで数値は上昇している．特に, 学

生同士のリフレクションを実施した 2 週目以降は顕著な伸

びを示している．  

 
Table2 Frequency of Important Keywords 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

Table3 Simulation Score Average 

 

最後に, 評価 3 の結果を表 4 に示す．学生同士のリフレク

ションが「大いに役立った」と回答した学生は 7 項目,「役

立った」が 4.9 項目,「少し役立った」が 3.7 項目,「あまり

役立たなかった」が 3 項目であった．学生同士のリフレクシ

ョンが大いに役立ったと回答した学生ほど, リーダーシップ

行動の頻度が高まった項目が多いという結果が確認された． 

 

Table4 Improvement of Peer Reflection Effect and      
Leadership Behavior 

 

7．考察 
 
本研究は，学生が知識の習得にとどまらず，肯定的なリー

ダーシップ行動変容を促進することを目指した．行動変容を

起こす重要な活動として経験のリフレクションを導入し，そ

の促進ツールとして e-ポートフォリオを活用した．記録され

たリーダーシップ行動結果について, 学生同士のリフレクシ

ョンを実施し，その後の学生のリーダーシップ行動変容への

効果について確認を試みた． 
6 週間に渡り，週 1 回のペースで，学生は自分の経験した

リーダーシップ行動についてポートフォリオに記録した．学

生が相互リフレクションを実施した 2 週目以降について，全

体的な傾向としては，重要キーワード「パワー」「テンショ

ン」「アイデア」の出現数の変化は特に見られなかった．一

方で，全週にわたって出現が認められたことは, 重要なスキ

ル要素を十分に理解してトレーニングを積んだ結果である

と言えるだろう．特に，毎週 3 つの重要キーワードすべてを

記載している学生は, 安定してシミュレータでの高いスコア

を維持することができている．さらに，学生同士のリフレク

ションを実施した 2 週目以降において，必ず前回の反省を活

かしてシミュレータに挑んでいることが記録からうかがえ

た．これらの学生らは，自己のスキルへの見直しを継続して

行うことができるようになっており，より良い結果に結びつ

く行動が増加していった様子から．リフレクションが習慣化

されていったと考えられる． 

また、学生同士のリフレクション結果を，積極的に自分の

リーダーシップ行動改善に役立たせようとした学生は，そう

でない学生に比べてリーダーシップ行動頻度が高まってい

た．これらの学生は，目標を達成するために他者の助言から

感情，考え方，行動を調整する能力を高め，新しい行動へ前

向きに挑戦していた．これらの挑戦による小さな成功の積み

重ねがリーダーシップ行動への自信を高め，更なる挑戦へと

結びつき行動の変容につながっていると考えられる．学生は

自らの成長を実感できることで，多少困難な経験へも主体的，

継続的に取り組むことができる． 
 

8．課題 
 
行動を変化させるには，比較的長期間の取り組みが必要で

ある．学生にとって，学習への意味を見出せず，主体的な態

度も備えていなければ，6 週間に渡るリーダーシップ行動の

記録自体が，負荷のかかる作業で終わってしまう。そのよう
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な学生も一部存在する．一方で，継続的な記録とそのリフレ

クションが行動変容に結びつく意義あるものと認識し，自己

をしっかりと見つめ，新しい行動へ積極的に挑戦し，行動を

変化させた学生がいる．行動変容を促した学生の特徴として，

目標を達成するためにリフレクションの結果から自分の思

考・態度・行動を少しずつ調整することができている．さら

に新しい行動への継続的な挑戦によって，自分に対する自信

を高めていっている点が挙げられる。これら知見を基に、自

分を調整しながら自信を高めていくことができるリフレク

ションプロセスの解明と，リフレクションの習慣化を可能と

する仕組みの構築が課題としてあげられる。 
 

9．今後に向けた取り組み 
 
肯定的なリーダーシップ行動の変容につながるリフレク

ションプロセスの解明に向けた，今後の研究の視点について

述べる．「自己を調整する能力（自己調整学習）を醸成し，

自己への自信や信頼（自己効力感）を高めることができる継

続的なリフレクション活動は，学生の行動変容を促す」と仮

定して進める，  
まず，自己調整学習についてであるが，これは学生が深く，

持続的で，自立した学習ができるようになることを目指す．

単に読んだり聞いたりすることを超えた，認知的，感情的，

身体的な活動が必要である．つまり脳の複数の領域の総力活

動が必要とされ，十分な注意と，自己意識と内省，変化への

解放性，真の自己規律，自己の学習への責任を受け入れるこ

と，すべてが含まれる(22)． 
次に，自己効力感であるが，これは何か行動をする際にう

まくできそうだという自己への自信や信頼を指し，人間の動

機と達成に著しく寄与するものである(23)．Keating らは，リ

ーダーシップ行動を出現させるための要素として「Ready：

リーダーシップ自己効力感」，「Willing：行動へのモチベー

ション」，「Able：リーダーシップスキル」を挙げ，互いに高

め合う関係性であることを示すモデルを構築している(24)．

また，武田は時間的展望の「認知」から「行動」への視野の

拡張には，「リーダーシップ自己効力感」が影響を及ぼす可

能性があることを示唆している(25)． 

バンデューラの自己調整と自己効力感は互いを強め合う

という知見によると，学習の成否を自身の学習習慣や努力に

帰属することができる学習者は，自己効力感の理論では，課

題を行う動機づけを高めることができる．このことは，課題

が学習者にとって特段関心を引くものでなくても，自己調整

学習は，それ自体人を学習へと動機づける(22)． 

最後に，経験に対する継続的なリフレクションである．行

動を変化させるためには，スポーツのトレーニングと同じよ

うに練習が必要である．1 回や 2 回試しただけで簡単に行動

を変えることは難しい．スキルの追加や修正を行いながら，

新しい行動パターンが身につくまで，粘り強い姿勢で，練習

とリフレクションを繰り返すことが要求される(26)．その継

続を支援するツールとして，e-ポートフォリオの内容及び活

用方法をさらに進化させていく． 

e-ポートフォリオとは，学生自らが学習のリフレクション

を行い，次につなげる主体的な学びの過程で生成された学び

の記録を電子的に蓄積したものである．e-ポートフォリオは，

継続して蓄積・活用していくことで，過去と現在の学習状況

を把握・評価し，未来の伸びしろまで見える化できる(27)．

このポートフォリオによるリフレクションはメタ課題と呼

ばれる．自らの認知過程を観察し，モニタリングすることで

あり，さらに，課題の整理や問題を乗り越えるための方略も

必要とされる．必然的に自己の成長について入念に自己評価

することにつながる(22)．また，e-ポートフォリオを活用した

学習において，仲間同士の学び合い（相互評価活動）を取り

入れることで，学習者は，自らの認知活動をコントロールし，

他者からの意見を踏まえた自己評価を行うようになること

が期待される(28)． 

 
10．おわりに 
 

芝浦工業大学院理工学研究科修士課程 1 年生（約 80 名）

を対象とした必修科目「システム工学特論」の中で, リーダ

ーシップ教育を実施した．本教育は，学生が知識の習得にと

どまらず，肯定的なリーダーシップ行動変容を促進すること

を目指した体系的なアクティブ・ラーニングで構成されてい

る．まず，ヒューマンスキルに関する知識を座学で習得し, 次

に対人関係強化を目的に開発されたシミュレータで繰り返

しトレーニングした後に，PBL 活動の中で実行動につなげる

サイクルを回す．行動変容を起こす重要な活動として経験の

リフレクションを導入し，その促進ツールとして e-ポートフ

ォリオを活用した。記録されたリーダーシップ行動結果につ

いて, 学生同士のリフレクションを実施した．学生はリフレ

クションの結果を自らの行動改善に役立たせ，肯定的なリー

ダーシップ行動の変容を促進させた．行動変容を起こした学

生は，継続的なリフレクション過程において目標達成に向け

て自己を調整する能力に加え，挑戦しようとする行動への自

信を高めていっていることが明らかになった．今後は, 肯定

的なリーダーシップ行動の変容につながるリフレクション

プロセス解明のための実証的研究をすすめていく．  
 

【注釈】シミュレータは米国 SimuLearn 社によって開発され

た「Virtual Leader(VL)」.日本の総代理店であるアイシン

ク(株)によって日本語化された.  
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2. 女子大学でのリーダーシップ教育と英語の使用 

 

奥切 恵 

 
Use of English to Promote Leadership Program Goals at a Women’s University in Japan 

 
Megumi OKUGIRI 

University of the Sacred Heart, 4-2-24, Hiroo, Shibuya-ku, Tokyo 
 

Abstract  
 This case study looks at the use of English in a leadership education program for female students in Japan. 
It has been crucial for particularly female students in Japan to be able to manage English in communicating 
with people on the globe to have a better job opportunity. The program emphasizes English use among Japanese 
learners, teamwork, diversity, and provides an internship experience and opportunities speaking English as a 
lingua franca, and the whole program including the internship is implemented in English. Student confidence 
in the use of English was investigated by means of an online questionnaire, asking questions regarding student 
awareness of accepting cultural differences and diversity in teamwork, and confidence in English use during 
team communication in two different interlocutor groups: native English speakers and non-native English 
speakers. Twelve participants answered the questionnaire. The results of this study and the follow-up study 
indicate that English as a lingua franca can increase confidence in English use, acceptance of personal diversity, 
and more effective team communication. However, it suggests a possible effect of the English proficiency level 
of each learner. The findings imply that communication with a English native speaker might not give a positive 
effect on Japanese learners, instead having more opportunities to communicate with non-native speakers of 
English might contribute to their proficiency and confidence in English use.  
 

Key Words: Leadership, Japanese students, Education, English as a lingua franca, Confidence. 
 

 
1．緒言 

 

日本では少しずつ女性の社会進出の遅れについて深刻さ

に気づく人々も多くなってきた．しかし 2018 年の Global 
Gender Gap Report（World Economic Forum, 2018）(1)による

と，日本の保健分野，エンパワーメント，労働市場におけ

る男女差は世界の 149 カ国中 110 位という結果であり，日

本の人々が想像する以上に女性の社会進出が立ち遅れてい

る．さらに，この Global Gender Gap Report は日本でも知ら

れるようになってはきてはいるものの，実際にこの結果を

意識しているのは一部の人口に限られているのが実状であ

る．Usui, Rose, and Kageyama (2003)(2)は日本の女子大学の

ほとんどは 20 世紀初旬に良妻賢母の育成を目的としていた

こと，さらには学を積むことにより「お嫁に行けない」と

心配する親が多かった事実を指摘しており，現代でも未だ

自分の娘に対して，お嫁に行って良妻賢母となることがい

ちばんの幸せと考える親も少なくない．Bobrowska & 
Conrad (2017)(3)も，過去 25 年で日本で起業する女性の数が

増えていないことから，女性の社会進出が日本においては

ほとんど進んでいないことを問題視している． 
しかし大学などの高等教育，特に女子大学においてはリ

ーダーシップ教育が，これからの日本における女性の社会

進出だけでなくグローバル社会での活躍において，今まで

になく重要視されており，注目度も増してきている．さら

に国外のみならず国内においても，リーダーシップや円滑

なチームワークにおいては高いコミュニケーション能力が

必須で，特に英語使用や異文化理解の必要性が高まってい

る．国内では，楽天やファーストリテイリングなど，

Englishnization に踏み切る会社も増え続けている．英語の使

用はリーダーシップにおいて，特に女性にとっては社会進

出への一つの切り札となる．言語運用能力においても第二

言語を学ぶ上で，女性の方が言語習得能力が高いとする研

究者もいるが (Li, 2005)(4)，Cambridge English Language 
Assessment (2015) (5)のような最近の研究によると，第二言

語において英語学習能力における性差はないが，英語を使

って社会やコミュニティーと繋がろうとする姿勢が女性に

多く見られることが言語使用の差につながると結論づけて

いる．さらに，小林(2005) (6)と Wang (2015) (7)は社会または

教育における男女差別が要因で，「理系は男性のもの」とい

う概念が未だはびこり，女性は「理系は私には無理」と自

己効力感が弱いことも指摘している．それにより言語や文

学を学習分野として選択する女性が多い．日本ではそれが

功を奏して英語学習に明るい未来を重ねているのかもしれ

ない．言語運用能力を高ようとする女性の人口がたまたま

多いということにより，社会進出に繋がるチャンスも増え

るということになる． 
しかしながら，実際に英語を使うことができるのに，そ

の使用に自信がない学生が多く，社会の最前線で活躍する

ことを諦める学生もいる．これについては後に過去の研究

結果とともに説明するが，本論文は，世界でのリーダーと

なるために女子大学生が自信を持って英語を使い，社会で
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活躍するチャンスをつかむための状況を作り出す方法を探

る． 
聖心女子大学においても，2018 年よりグローバル・リー

ダーシッププログラムという英語によるリーダーシップ教

育プログラムが立ち上がり，チームワークとコミュニケー

ションに焦点をあてたサーバントリーダーシップ(Greenleaf, 
1998)(8)を主とした教育を実施している．このプログラムの

履修生は，2 年次と 3 年次の 2 年間でリベラルアーツや英

語コミュニケーションを習得しながらリーダーシップを学

ぶ．このプログラムでは強いリーダーを育てることより

も，グローバル時代における Sustainable Development Goals
を達成するための多文化におけるリーダーシップの資質や

チームでスムーズに働くためのコミュニケーション能力の

育成を目的とする．例えば大規模な利益追求型のリーダー

よりも，様々な文化や背景を持つチームメイトと上手に協

議・交渉・共同し社会貢献するような非営利組織や非政府

組織など，規模に関わらずアクティブなグローバルリーダ

ーになるためのスキルを習得することを目的とする． 
それでも多くの人々が「リーダー」といえば強くメンバ

ーを想像しがちだが，まず他に奉仕し，その行動が他を導

くというサーバントリーダーシップは特に日本の女性が得

意とするスタイルだと考えられる．チームで行動し，周囲

とのハーモニーを大切にすることはサーバントリーダーシ

ップにおいては大切な要素である．これに積極性や多様性

に対する理解があれば，良きリーダーにも良きフォロワー

にもなることができる．特にこのスタイルのリーダーシッ

プにおいては，チームメイトまたはフォロワーを理解し受

け入れることで信頼を受けることが重要とされる．多様性

を理解するには，自分自身が他文化を知ることが多様性理

解の第一歩となる．同時に，他文化を知るためには，外国

語学習が有益であると考える． 
聖心女子大学のグローバル・リーダーシッププログラム

では初年度に，サーバントリーダーシップを含む様々なリ

ーダーシップスタイルについて知り，チームワークでの多

様性のメリット，英語のスキル向上を中心に学び，2 年目

では非営利組織や非政府組織を中心としたインターンシッ

プや，独自のイベント開催に向けてのプロジェクト型学習

を通して，女子学生が社会貢献しながら社会進出するスキ

ルを身につける． 
さらにこのプログラムで強調しているのは，リンガフラ

ンカとしての英語使用である．リンガフランカは，共通の

母語を持たないノンネイティブ同士で話す言語のことであ

る．例えば，日本語とタイ語を通常使用している人々が英

語でコミュニケーションをとる場合のような言語使用であ

る．このグローバル社会で最も多く話されている言語は英

語であるが，英語を第一言語として話す人口よりも，第二

言語として，またリンガフランカとして使用する人口が世

界中で最も多い．具体的には，第一言語として話されてい

る言語で最も多いのが中国語でその人口は約 9.2 億人，ス

ペイン語が 4.6 億人，次いで英語が 3.8 億人だが，ビジネ

スや留学など，第二言語として使われている言語で最も多

いのは英語でその人口は約 7.5 億人である（中国語は約 2
億人）（Ethnologue, 2019)(9)．リンガフランカとしての英語

教育ではネイティブのような英語使用レベルを目指すので

はなく，多様性を認めつつコミュニケーションツールの一

つとして使用する言語を指すことが多い．本研究では，英

語ネイティブスピーカーに対する英語使用よりも，日本人

同士や英語を第二言語として使うリンガフランカとしての

英語を使用することにより，女性のリーダーシップ教育の

充実を目指すことができ，英語学習者である大学生が英語

使用に対して自信を持つことができる可能性について調査

する． 
しかし英語習得を進めるにあたって，別の課題もある。

英語学習において学習者の英語学習に対しての考え方（ビ

リーフ）による影響が大きく，時として英語教育の質より

も本人のビリーフに学習自体が左右されることが多い．

Tenzer & Pudelko (2015)(10)は言語学習においては，かなりの

上級者でも自分の語学力に自信が持てない学習者が多いこ

とを明らかにした．上級者ほど，ネイティブスピーカーの

ような英語を目指し，自分の創り上げた理想に近づこうと

することで，逆にネイティブスピーカーとの差を感じてし

まい，英語力が上達すれば上達するほど自信を失ってしま

うというジレンマを抱える学習者が多いというのだ．第二

言語習得学においても，ネイティブスピーカーと同等の言

語力を身につける学習者は全体の 5%とも言われてきた

(Ellis, 2015 (11))．ただし最新の研究では，ネイティブスピー

カーと同等の言語力という基準は明確でない上，最近の言

語学では正確な言語を話すことでは測れないということが

明確にされている．さらに教科書のような文法が正しい英

語を使うということよりも，コミュニケーション力が言語

の能力として認められることが多く，スピーキング，リス

ニング，リーディング，ライティングの能力も様々ある

上，最近では会話力やプレゼンテーション能力なども言語

能力の一つとして認められており，文法の正確さよりも重

要視されているコミュニケーション能力の方が教育現場と

研究の両面から注目されている．さらに掘り下げると，会

話においても相槌の打ち方も言語間で違い(Okugiri, 
2002(12))，それがコミュニケーション力や会話力にもつなが

る．さらに留意しなければならないのは，ネイティブスピ

ーカーだからといって，全ての能力に長けているわけでは

ない．もっともわかりやすいのは，アカデミックライティ

ングの能力など訓練によって洗練されるスキルで，ネイテ

ィブスピーカーでも一定の教育を受け，ジャンルに適した

書き方や談話構造が求められる．よって，一般的な学習者

が理想で描くスピーキング，リスニング，リーディング，

ライティング能力をはじめとする全てのコミュニケーショ

ン能力を持ち合わせたネイティブスピーカーがどこにでも

わけではないので，ネイティブスピーカーの理想像を創り

上げ自分と比較することも，学習者の学習において，学習

の理由や動機，さらには言語使用に大きくマイナスに影響

している可能性が高い． 
ゆえにリーダーシップ教育においては，英語学習者が自

信を持ちながら英語学習をできるよう，教授法においても

慎重に考える必要がある．リーダーシップ教育で英語教育

も推進する意義は，想像上の幻のネイティブスピーカーを

目標にするのではなく，リーダーとしてチームメイトや他

の人々とのスムーズで友好的なコミュニケーション能力を

つけること，英語を使うことをポジティブに捉え，そして

他の言語を知ることで多様な価値観や考え方を知ること

が，リーダーにとって英語学習の目的になるべきである． 
多様性とその重要性については，言語学習者も教育者も他

の言語を学ぶことにおいて，言語自体の習得の他にもメリ

ットがあることに気づくべきである．McGregor (2012) (13)と

Krizman, Marian, Shook, Skoe, & Kraus (2012) (14)は，他の言

語を知ることは，他の文化を知ることにつながるので，別

の言語を学習することは多文化や多様性を知るべきリーダ

ーにとって大きなメリットであること，また多様性を受け

入れ認めることがリーダーにとって，そしてチームを運営

する上で大切な素質であることを指摘している．さらに他

の言語を学習することにより，多角的な考え方ができるよ
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うになるので，リーダーとして意思決定するスキルが向上

することもメリットとしてあげている． 
これらの過去研究結果もふまえ，日本の高等教育でのリー

ダーシップ教育において，英語を使って世界の人々と繋が

り友好的でスムーズなコミュニケーションをとることやチ

ームワークにおける多様性を知ることにおいて，英語教育

が重要であるのは明白で，リンガフランカとしての英語の

多様性を学習者の自身がどのように認めながら進めていけ

るかが，今後の大学におけるリーダーシップ教育において

の課題となりそうである． 
 
2．調査方法 

 
本研究では，関東地方のある女子大学でのリーダーシッ

プ・プログラムを例に，学生がリーダーシップ教育を受け

たりやチームワークに携わる上で，英語使用や異文化理解

についてどのように捉えているか，またそれが教育効果に

どのような影響を及ぼしているのかを調査するため，アン

ケート調査を実施した． 
 

2.1 過去の調査 

  
 本研究は Okugiri (2019) (15)の継続調査の報告である．

Okugiri (2019)では，関東地方にある女子大学のリーダーシ

ッププログラムに参加してから 4 ヶ月の調査協力者 15 名の

学生による英語使用の意識調査について調査し，英語でリ

ーダーシップとチームワークのワークショップを実施する

ことで，学生の英語使用に対する意識がどのように変わっ

たかを報告した．ワークショップは集中講義として 2 日間

に渡り合計約 16 時間に渡り，教員と学生 15 名は英語のみ

を使用言語とし，教員は実際には日本語を話すことはでき

たがワークショップ中は一切使用せず，学生は教員が英語

しか話さないネイティブスピーカーと考えており，学生た

ちも日本語を使用せずに，英語のみを使って授業に参加し

積極的に意見を述べたりすることを要求された．学生は学

内でも比較的英語力が高い方で，英語のみで実施される授

業内容も十分理解でき，授業中の発言も英語で発話するこ

とができるレベルであった．ワークショップ後のアンケー

ト調査で，価値観の多様性やチームワークについての理解

は深まったが，英語の正確性を求められることが原因で英

語を使用することへの自信はさほど大きくならなかったこ

とがわかった．自分の作り上げた幻想のネイティブスピー

カーのレベルに達していないことに欲求不満を感じ，自分

の英語では自信が持てないという可能性を示唆している． 
 
2.2 本研究について 
 

本研究では Okugiri (2019)の調査から 11 ヶ月後の第 2 回目

に実施したリーダーに必要とされる英語使用における自信

と多様性の受容についてのアンケート調査を報告する．ア

ンケートに回答してくれた研究協力者は全員 Okugiri (2019)
と同様の学生である．協力者の英語の習熟度レベルの詳細

はアンケート項目に含まなかったため不明であるが，全員

が英語による授業を受けたりディスカッションをすること

ができ，英語ネイティブスピーカーと協働するインターン

シップ先で英語ネイティブともコミュニケーションを取る

ことができるレベルであった．前回から今回の調査の間に

協力者が 2 名減少したため 13 名となった．協力者は英語に

よるリーダーシッププログラムの科目を引き続き受講し

た．そこではリーダーシップに関する短い英語の文献やニ

ュースを講読し，日本人のクラスメイトと英語でディスカ

ッションする形式が取られた．Okugiri(2019)の英語の正確

性を求められると自信を無くす可能性があることを鑑み

て，今回のリーダーシップ教育では正確性ではなく伝える

姿勢に重点をおき，コミュニケーションツールとして英語

を使い，伝えようとする姿勢に焦点をあてた教育を実施し

た．そこでは日本語も使うことが許されていたが，協力者

のほとんどは英語を使用することを選んだ． 
プログラムの授業の他に協力者全員は，アフリカや東南ア

ジアなど世界中からの参加者と共に農業体験をする施設で

4 日間過ごしながらリンガフランカとしての英語を使用し

た．その他にも約 3 ヶ月に渡って日本国内で英語を主言語

として使用する NPO 法人や企業でのインターンシップに参

加し，実際にそこでのプロジェクトに関わり，英語ネイテ

ィブスピーカーと協同し，リーダーシップ，チームワー

ク，異文化理解について学んだ．インターンシップの仕事

内容は，組織により様々であったが，難民に関する法人で

ファンドレイジングや広告，HP の構成や作成などを担当し

たり，企業で海外の工場とのオンライン会議や会社内での

グループ会議などに参加し，アイデアを出したりすること

が求められた．そこでは主に英語ネイティブスピーカーと

のやりとりが求められた。ゆえに、協力者は大学内では日

本人同士で英語を使い、農業体験では母語の違うもの同士

で使うリンガフランカとしての英語を使い、インターンシ

ップでは英語ネイティブスピーカーとのコミュニケーショ

ンをとるという三つの英語使用があったということにな

る。 
以上の授業や活動が終了した後，本研究のためのアンケー

ト調査を実施した．協力者である学生には，回答によって

プログラムにおける成績には一切関係がないことが伝えら

れ，協力者に不利益のないことを伝えた．回答は協力者の

意思や考えを尊重できるよう，教員によるプレッシャーの

ないインターネット上のアンケートで，自由な時間に希望

者のみ答えられる形式にした．最終的には 1 名からの回答

はなく，12 名の協力者が回答した． 
アンケートの質問項目は以下の通りである． 

 
Q1. インターンシップで英語を使用して，英語を使うこと

への自信はつきましたか？ 
Q2. リーダーシップセミナーの授業では，日本人同士で英

語ディスカッションなどしましたが，その時の授業で英語

を使うことへの自信がつきましたか？ 
Q3. インターンシップ後，違う文化や考え方を持つ人とチ

ームで働くことに，自信が持てましたか？ 
Q4. 英語を母語としない人と話すことについて，リーダー

シッププログラムに参加する前はどのように考えていまし

たか？ 
Q5. 英語を母語としない人と英語で話すことについて，今

はどのように考えていますか？ 
 
Q1 と 2 は，英語を第一言語とする英語ネイティブスピーカ

ーとのやりとりとノンネイティブスピーカー（日本語話

者）同士での英語でのやりとりによって，協力者が英語使

用に対して自信を持てたか，またネイティブとノンネイテ

ィブが相手という二つの対照的な環境においての英語の使

用についての考え方を比較するためである． 
Q3 は，インターンシップでネイティブスピーカーと一緒

にプロジェクトを遂行するにあたって，英語を使いながら

日本人以外の人々と接することで，異文化理解を深められ

たかどうかを観察するためである．セミナー後についての
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同様の質問は，セミナーが大学内で週に一度他のリーダー

シッププログラム以外の科目とともに受講しており，机上

でのディスカッション方式で実際にプロジェクト遂行など

には関わらなかったため，事後の異文化の寛容度を計るに

は主観性が高すぎると考えられたため，質問には含まなか

った． 
Q4 と 5 はリーダーシップ教育を受ける前後での英語使用

に対する協力者の英語使用についての考え方の変化を調査

する目的である． 
 
3. 調査結果と考察 

 

この章では，本研究のアンケート調査結果のまとめと考察

を記述する． 

 

3.1 アンケート調査結果 

  
Fig. 1〜3 は Q1〜3 に対する結果である． 
Fig. 1 と 2 の結果から，英語ネイティブスピーカーと関わ

るインターンシップ後に英語を使用することへの自信がつ

いたのは，たったの 16.6%（大きな自信が持てた 1 人，少

し持てた 1 人(それぞれ 8.3%)）であった．一方，ノンネイ

ティブの学生同士でのリーダーシップセミナーの後では，

大きな自信が持てた 16.7%と少し持てた 50%の両方を合わ

せると，合計で 66.7%と高い結果が得られた．また，イン

ターンシップで英語を使用することに「前より自信がなく

なった」という学生が 16.7%（2 人）いたのに対し，日本 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.1  Responses for Q1 “Are you more confident using English 

in the Internship experience with the native speakers of 
English?” (n=12) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 2  Responses for Q2 “Are you more confident using English 
in the seminar with your Japanese classmates?” (n=12) 

人同士で英語を使ったセミナーでは自信をなくした協力者

は 1 人もいなかった．日本人同士またはノンネイティブス

ピーカー同士で英語を話す方が，安心感があり，自分の英

語力への自信にも繋がると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3  Responses for Q3 “Are you more confident working with 

people with different culture or background?” (n=12) 
 
 

Fig. 3 は英語でインターンシップを実施することにより，

異文化理解が深まったかどうかについての質問であり英語

の使用とは直接関係ないが，インターンシップで組織でネ

イティブスピーカーと一緒に遂行するプロジェクトに参加

することで，違う文化や考え方を持つ人と一緒に働くこと

に自信をつけた学生が顕著に多いことがわかった（33.3%
「大きな自信が持てた」（4 人），41.7%「少し持てた」（5
人））．この結果は Okugiri (2019)を支持するもので，国際的

なリーダーシップ教育を受ける中で，違う文化に触れるこ

とにより文化や考え方の多様性知り，学生は異文化に対し

て大変寛容になる可能性があることがわかった．また，こ

れが英語を使うことによって起こる現象かどうかは引き続

き調査が必要ではあるが，英語を使うことで他の文化を知

り，様々な国の人々とコミュニケーションを取る上で多様

な考え方に触れることがきっかけとなる可能性は大いにあ

る． 
ただし，Fig. 3 で特筆すべきは，8.3%が「逆に自信がなく

なった」と回答しており，実際にネイティブスピーカーや

海外の人々との直接のやりとりが，学生のチームメイトと

のコミュニケーションでの自信を失うこともあるというこ

とである．可能性の一つとして，異文化に直接触れること

により，理解しようとしても理解できないままで，周囲か

らのフォローやフィードバックがなかったのかもしれな

い．今回のデータのみでは結論づけるのに不十分であり追

跡調査が必要であるが，一つの可能性としては，インター

ンシップ先でのメンターからアドバイスを受けることが解

決策となるかもしれない．だが，メンターもネイティブス

ピーカーで学生が適切に相談することができなかったりす

る場合には，周囲のサポートも有効かもしれない． 
Q4 と 5 はリーダーシッププログラムを受講する前と受講

を始めて約 1 年半後の英語使用についての意識について問

うもので自由記述であった．その中のコメントを以下に記

述する（誤字や口語表現については回答のまま）． 
 
 

協力者番号   「 」内はコメント 
1. 「英語を母語としない人との会話でも難しいと感じて

いた．しかし英語を母語としない人と話すとき，相手

が私にもわかるように喋ってくれるので自分が思って

いたよりも話しやすかった．」 
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2. 「元々そこまで話さなかったので，お互い英語が母国

ではないのにうまく話せるのかと不安を抱いていまし

た．今は，母国語でないからこそあらたなコミュニケ

ーション手段としては良い手段となっていて，お互い

に母国語でないことで変に気を使わずに気兼ねなくコ

ミュニケーションが取れるのかなと思います．」 
3. 「今は，母国語でないからこそ新たなコミュニケーシ

ョン手段としては良い手段となっていて，お互いに母

国語でないことで変に気を使わずに気兼ねなくコミュ

ニケーションが取れるのかなと思います．それぞれの

英語のレベルが違うことや，伝えたいメッセージを相

手に伝えるために選ぶ言葉やフレーズの認識の違いに

よって誤解や理解不足が生じることはあるが，相手に

しっかり伝えようとする気持ちや相手の意見を親身に

聞こうとする姿勢は英語を使うことによって強くなっ

ていたと思う．」 
4. 「参加以前は，完璧に話さなければならない，間違っ

てはいけないなど，自分自身の英語力に対してプレッ

シャーを感じていた．でも完璧を追い求めすぎるので

はなく，今の自分の力で，自分らしく表現することも

大切だと思うようになった．」 
5. 「コミュニケーションツールの一つと思っていた．コ

ミュニケーションツールだけでなく，そこから相互理

解に繋がるツールだと思う．」 
6. 「失敗することを恐れ，避けるようにしていました．

英語を母語とする人と話すよりも，母語としない人と

の会話の方が，より自分のことを理解してくれようと

しているように感じます．」 
7. 「文法が間違っていたとしても，ネイティブではない

人と話す時は，そのような文法の間違いは多少目をつ

ぶり，会話をすることに集中しますが，多分ネイティ

ブの人であると，文法の間違いに意識がいってしま

い，対等に喋ることができないと思います．何よりも

大事に感じたことは，自国の文化知識や，自分の意見

をちゃんと持つことや相手に興味を持つことなどでし

た．いくら他国の言語が喋れたとしても，相手に伝え

たいまたは伝えなければならない”題材”がなければ，

会話は続かないし，相手に興味がなくなってしまいま

す．そうなると言語は人と人を繋げる役割を果たさな

くなると思いました．」 
8. 「きちんと伝わらないのではないかと考えていた．今

はとても楽しい．お互い努力しているのでもっと英語

を頑張ろうと思える．」 
9. 「あまり状況のイメージがわきませんでした．今まで

アメリカ人，イギリス人また英語を第一言語とする国

に長く暮らしてきた人としか話す機会がなく，いわゆ

る American English, British のアクセントが英語である

という unconscious bias が自分の中にあったように感

じます．英語と聞くと，native speaker と言われる英語

を第一言語とする人をイメージしがちだったのです

が，このプログラムを通じて，世界では英語を lingua 
franca として使っている人が大半であると知ることが

できました．また故に，発音や正確性に囚われすぎて

自分の意見を述べることを恐れてしまったり，障壁に

なるのは本当に勿体無いことであると思いました． 
10. 「とても緊張しており，英語に自信がなく不安でし

た．でも今は，間違えを恐れず積極的にコミュニケー

ションをとるように心がけている．」 
11. 「参加する前はあまりコミュニケーションが取れない

だろうなと憶測で考えていました．英語を母語としな

い人と会話することは明確に意図が通じないだろうと

考えてしまっていました．英語を通して，互いに英語

を母語としない人と話すことが難しいことではないと

考えています．今までは固定概念で決めつけてしまっ

ていましたが，一つずつ丁寧にコミュニケーションを

とることで英語を介して話すことは難しくないと考え

ています．」 
12. 「正直色々な国から来てる方が多く会話が成り立つの

かなと思っていました．あまり話してないからわから

ないんですけど，やっぱり難しいなと思ってます．」 
 
 
学生の回答からは，12 名のうち協力者 12 を除く 11 名がノ

ンネイティブスピーカーの日本人のクラスメイトとディス

カッションをする，または英語を母語としない人々と英語

を使用することによって，英語使用に対する考え方が前向

きに変化したことが明らかである．以前は英語を正確に使

い失敗を恐れたり，英語を使うこと自体に自信を持てない

ことが多かったが，プログラム内の英語使用により，英語

の正確さよりもメッセージを伝えることに集中でき，間違

いを恐れず積極的にお互いに理解しようとする姿勢を感じ

取りながら気兼ねなく英語を使用できたことがわかる．さ

らには協力者 5 においては，相互理解に繋がるとまで考え

ており，サーバントリーダーシップにおいて大切なリーダ

ーとしての素質にも気づいたようである．以上のことか

ら，ネイティブスピーカーと英語を話すのではなく，リン

ガフランカの環境で英語を使用することが，英語を使うこ

とへの自信に繋がったり，自分らしさの重要さに気づいた

り，前向きに異文化や多様性を受容する可能性が観察され

た．また，リンガフランカでの話し相手は，より自分のこ

とを理解しようとしていると感じるという興味深い記述も

ある．協力者 7 は，言語自体よりも，話す内容についての

重要性に気づく学生もいた．日本語話者同士で英語を使用

したり，リンガフランカで英語を実際に使う機会が増えた

ことによって，英語使用を前向きに捉え，多様性への寛容

性やコミュニケーションの本来の目的を見出すきっかけに

繋がると考えられる． 
 チームワークにおけるリンガフランカの英語使用が及ぼ

すコミュニケーション上の自信を調べるため，追加の調査

として，本研究の協力者とは別の大学生 20 名を対象にアン

ケート調査をした．こちらの協力者はタイの少数民族地域

を訪れ，10 日間サーバントラーニングの短期留学し，英語

を使用して現地の学生と子どものいる施設や環境問題を扱

う学校へ訪問したり，学習した内容について現地学生と共

同で英語プレゼンテーションをしたりした．短期留学が終

了した１週間後にオンラインでアンケートを実施し，同意

と共に回答を得た．20 名中半数の 10 名が回答した． 
 このアンケート調査は本研究のものではないため，詳細

の報告はここではしないが，本研究に関連する質問への回

答を抜粋する．アンケートの主な質問は，リンガフランカ

環境下での英語使用についての以下の 2 つである． 
 
 
Q6. タイで英語を話すときは英語ネイティブスピーカーと

話すときよりも気楽でしたか？また，それはどうしてだと

思いますか？ 
Q7. タイで英語を話す時は，英語ネイティブスピーカーと

話す時よりも自信をもって話すことができましたか？また

それはどうしてだと思いますか？ 
 

12 



                                    Copyright © 2019-2020 日本リーダーシップ学会 All Rights Reserved. 

Q6 は英語を使うことについての心理的プレッシャーについ

て，Q7 はリンガフランカ環境下で英語を使うことに対して

の自信についてである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 4  Reponses for Q6 “Were you more comfortable using 

English with people in Thailand than with native speaker of 
English?” (n=10) 

 
 

Fig. 4 は Q6「タイで英語を話すときは英語ネイティブスピ

ーカーと話すときよりも気楽でしたか？」に対する回答で

ある．10 名中 6 名は「はい」と回答しており，その理由と

して「話すスピードが早すぎない．気後れしない．」「お互

いにネイティブではないので，会話の相手の言いたいこと

を汲み取ろうとしてくれる姿勢があったから．」「同じよう

なレベルだったため劣等感を感じなかった．」「お互いネイ

ティブではないから，相手も間違えることがあるため間違

えても恥ずかしくなかった．」「お互い英語は第二言語なの

で，同じようなレベルであったから．」「お互い母国語では

ないから．」といった回答であった．お互いにわかり合おう

とする姿勢や，同じ境遇であることで，心理的劣等感を感

じず，安心感が得られるようである． 
一方，「いいえ」と回答した 3 名は「英語を話すこと自体

に慣れていなかったから．」「お互いネイティブじゃないか

ら本当に言いたいことが伝わってるのか，言えてるのか不

安だった．」「英語の発音が聞き取りにくかったため．」とい

う記述であった．一つの可能性として，英語習熟度がこの

回答に影響していることが考えられる．この 10 日間の留学

には，英語習熟レベルは特に設定されておらず，経済学部

や看護学部など，今まで英語に特化した教育を受けたこと

がない学生も含まれた．ゆえに，相手が英語ネイティブス

ピーカーであろうがなかろうが，英語を話すこと自体が不

安であるのかもしれない． 
以上の結果から，英語を話す上で，一定の英語コミュニケ

ーション力があり，話す相手が自分と同程度の英語力だと

感じたり，わかり合おうとする姿勢がわかると，英語話す

ことに対しての不安感が低く，英語の習熟度が一定レベル

に達していないと緊張感が高くなるのかもしれない．ただ

し，これは協力者の英語コミュニケーション能力を測った

上でないと結論を導くことはできないため，今後さらなる

調査が必要である． 
Fig. 5 は Q7「タイで英語を話す時は，英語ネイティブスピ

ーカーと話す時よりも自信をもって話すことができました

か？」に対しての回答である．半数の 5 名のみが「はい」

と回答しているが，1 名は「ネイティブと話す時と同じ」，

そして 4 名が「いいえ」と回答している．「はい」と回答し

た 5 名の理由は，「相手もネイティブじゃないからゆっくり

考えながら話せた．」「お互いにネイティブじゃない分，汲

み取ってくれるだろうし，自分自身も相手の言いたいこと

を汲み取る姿勢があったから．」「相手もネイティブではな

いため．」「しっかり聞いてくれたし反応が良かったから．」

「お互い同じような英語のミスがあるが，頑張って聞き合

おうとしていたから．お互い同じような英語のミスがある

が，頑張って聞き合おうとしていたから．」という記述であ

った．             
 
             

 
 

 
 
 
        
3.5 研究・調査の今後 

 

 
 
 
 
Fig. 5  Responses for Q7 “Were you more confident using 
English with people in Thailand than with native speaker of 
English?” (n=10) 
 
 
 「いいえ」と回答した 4 名の記述は，「タイの生徒の英語

が流暢だったから．」「自分の英語力を他の日本人と比べた

ときに自信が持てると思わなかったから．」「話す相手がネ

イティブであるか，どうかでは，自信は変わらない．」「お

互いネイティブでないため間違っていた場合伝わらないか

ら．」という回答であった．最初の 2 つの回答から，自分の

英語力コミュニケーションをとる相手や周りの人々と自分

の英語力を比較していることがわかる． 
 いずれも結論づけるにはさらに追加の実験や調査が必要

ではあるが，このアンケート結果から，日本の学生は海外

でもリンガフランカで英語を使用する際，半数以上の学生

は英語ネイティブスピーカーと話すときよりも安心感があ

り，自信が持てることがわかった．さらに，そもそも英語

を話すこと自体に自信がなかったり，話す相手と自分の英

語力や境遇における共通点を見出すことによって安心感や

自信を得られる可能性がある． 
 
4．結言 
 
本研究の結果から、日本の大学生は英語ネイティブスピ

ーカーとコミュニケーションを取るよりも、ノンネイティ

ブスピーカーとやりとりする方が、英語使用の自信につな

がることが示唆される。学生が英語ネイティブスピーカー

と話す時、文法の正確性など過剰に気を取られ、内容を伝

えることに集中できず、心理的負担も大きいようである。

しかしリンガフランカ環境下や日本人同士で英語のコミュ

ニケーションを取る際には、学生は自分の英語力と比較し

つつも、同じ英語レベルだと感じたり相手が理解しようと

努力する姿勢に勇気づけられながら安心感を得て、前向き

に英語でのコミュニケーションに取り組めることのかもし

れない。 
女性の社会参画とともに女性のリーダーシップ教育も注

目され始め，リーダーシップ教育において，英語使用は特

 

はい                  
いいえ                 
ネイティブと同じ       
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に重要視されてはいるが，その言語教育アプローチについ

ては注意が必要だ．本研究はケーススタディではあるが，

日本の大学生がリーダーシップと英語を学ぶ上では，日本

人同士で英語コミュニケーションをとったり，リンガフラ

ンカというノンネイティブ同士のコミュニケーションを使

用することで，他の多様性を認めるだけでなく，自己の英

語の多様性に対しても寛容性を形成できる可能性が大いに

ある．英語コミュニケーション能力をパスポートに，日本

の女子学生もリーダーとして自信を持ち社会で活躍するこ

とができるよう，英語教育が貢献できるのではなかろう

か．  
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3. 高校のリーダーシップ経験が大学生のリーダーシップ自己効力感に与える影響 
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Abstract   
 This study investigated the influence of leadership experiences in high school on leadership self-efficacy of 
university students. We examined sources of leadership self-efficacy beliefs: frequency of experiences, the 
characteristics of experiences (novelty and difficulty), and self-evaluation. And in order to measure leadership 
self-efficacy, we use Leadership Self-Efficacy scale, which consists of four factors: “change,” 
“encouragement,” “sympathy” and “accomplishment.” The result of structural equation modeling indicated 
that self-evaluation has a significant effect on all four LSE factors and frequency on all four factors except 
“sympathy,” while novelty and difficulties of experiences have no significant effect on any factor. 
 

Key Words: leadership self-efficacy, leadership experience,   
 
 

1. はじめに 

 

1. 1 背景と問題意識 

 
2015 年より OECD（経済協力開発機構）によって進めら

れている Education2030 プロジェクトでは，2030 年において

子ども達に求められるコンピテンシーの検討がなされてい

る(1)．本プロジェクトでは，自ら考え，主体的に行動し，責

任をもって社会変革を実現していく力を「エージェンシー」

と定義づけている(2)．エージェンシーは，社会参画を通じて

人々や物事，環境がより良いものとなるように影響を与える

という責任感を持っていることを意味している．OECD が

DeSeCo（「コンピテンシーの定義と選択」）プロジェクトに

おいて定義したキー・コンピテンシーに立脚して，OECD 
Education 2030 プロジェクトでは，3 つのコンピテンシーの

カテゴリー（新たな価値を創造する力，対立やジレンマを克

服する力，責任ある行動をとる力）を，「変革を起こす力の

あるコンピテンシー」として特定している．これらは，若者

が革新的で，責任があり，自覚的であるべきというニーズに

対応するものである．複雑化するグローバル社会のなかで，

前述の「エージェンシー」や「変革を起こす力のあるコンピ

テンシー」は，いまだかつてない変化が訪れている環境や国

際社会，地域の問題を解決するすべての人に求められるリー

ダーシップ能力に他ならない． 
2008 年の中央教育審議会答申『学士課程教育の構築に向

けて』では，リーダーシップが大学卒業時までに身につける

べき学習成果である「学士力」の態度・志向性の一つに挙げ

られている(3)．複雑化する現代社会で，多様なメンバーと協

働してリーダーシップを発揮できる倫理的・社会的能力の養

成が日本の学校現場でも求められているのである．米国の大

学では，リーダーシップ学部や学科が多数あり，熱心なリー

ダーシップ教育が展開されているが(4)，日本の大学では，近

年リーダーシップコースの設置は数大学あるものの，学科の

設置はまだない．リーダーシップ開発プログラムにおいても，

学部単位での取組は徐々に増えてきているが全学的な取り

組みはほぼ見られないのが現状である． 
 

1. 2 リーダーシップ自己効力感について 
 
リーダーシップ教育が進んでいる米国(4)では，リーダーシ

ップ行動の発揮やリーダーシップ能力に加えて，「リーダー

シップ自己効力感」(Leadership self-efficacy) に関する研究が

多数なされている(5) (6) (7)．リーダーシップ自己効力感とリー

ダーシップの発揮には正の相関関係があり(8)．リーダーシッ

プ自己効力感は，資質や特性ではなくトレーニングや教育に

よって育成できることが明らかにされている(9)．米国の大学

のリーダーシップ教育の指針である Council for the Advance 
mentor Standards in Higher Education (CAS) には，リーダーシ

ップ自己効力感を向上させることがリーダーシップ教育の

中でも最も重要なプログラムとして挙げられている(10)． 
Paglis や McCormick らは，Bandura の自己効力感の概念が

リーダーシップ自己効力感にも適応できると述べている(5) 

(6)．自己効力感とは，ある行動をおこなう際に成功できると

いう自らの確信を概念化したものである(11)．自己効力感は，

自尊感情 (self-esteem) や有能感 (competence) といった自己

や自身の評価感情とは異なり，領域固有の課題を前にした際

の行動と認知の関係を学習理論として定式化したものであ

る(11)． 
Bandura は，行動の重要な先行要因として，結果予期 

(outcome expectancy) と効力予期 (efficacy expectancy) をあ
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げている(12)．前者は，自分がその行動を実践した場合どのよ

うな結果が得られるかについての期待であり，後者は，その

結果を生ずるのに行動をうまくできるという確信といえる．

この効力予期が自己効力感とよばれ，行動と直接的な関連を

持つと仮定されている(12)．自己効力感の有無は，成功の可否

に影響する．つまり，「リーダーシップ自己効力感」とは，

リーダーシップ行動の実践・発揮の際に成功できるという自

らの確信といえる．そこで，本研究では「リーダーシップ自

己効力感」を「集団の目的達成のために，他の構成員に対し

て共感したり鼓舞したりと能動的に関与しながら，自らの役

割や課題を遂行し肯定的な変化をもたらすことに対して自

らが成功できるという未来行動への確信」と定義する． 
 

1. 3 リーダーシップ自己効力感を高める遂行行動の達成 

 
Bandura は，効力予期（以下，自己効力感と表す）を高め

る具体的な要因として，「遂行行動の達成」「代理的経験」

「言語的説得」「情動的喚起」の 4 つの先行要因をあげてい

る(12)．自己効力感は，これら 4 つの要因で育成することがで

きるが，そのなかの「遂行行動の達成」が自身の個人的経験

に基づくことから，自己効力感の獲得に最も効果的な要因で

あると言われている(12)．リーダーシップ自己効力感において

も同様にリーダーシップ経験の「遂行行動の達成」，つまり

成功したという達成経験がリーダーシップの発揮に効果が

あることが示されている(5) (6)．国内の大学生を対象にした古

屋・音山・懸川(13)の研究でもリーダーシップ発揮の成功経験

は, リーダーシップ自己効力感に正の影響があることが報告

されている． 
自己効力感は，初期段階で何度も成功すると強固になり，

一度確立するとたまに失敗しても影響を受けにくく，いっぽ

う初期段階で何度も失敗すると自己効力感が弱まると言わ

れている(12). リーダーシップ経験においても初期段階で成

功経験を数回重ねることは，リーダーシップ自己効力感への

正の影響が予測される． 
強固な自己効力感を得るには，忍耐強い努力によって障害

に打ち勝つ体験が必要である．たやすく成功する体験ばかり

では即時的な結果を期待し，失敗すると落胆し自己効力感を

得ることができない(14)．リーダーシップの成功経験は，困難

に直面した際の耐性や問題解決に対峙し努力する姿勢の獲

得に影響を与えることが明らかにされている(15)．近年，社会

の難解で複雑な問題の解決がリーダーに求められており，困

難な問題に取り組み成功した経験は，リーダーシップ自己効

力感に影響を与えることが予測される． 
急速に変化する時代のなかで，環境・経済・社会など幅広

い分野において，経験したことがない新たな問題の解決策の

提示が求められている(2)．未知の分野において，旧来のやり

方ではなく新たな解決策を提示できる能力が求められてい

るのである．池田・古川の社会人対象の研究では，リーダー

の自信は既存課題よりも新規課題の項目との相関が高い結

果がまとめられている(16)．事態を解決するために既存の解決

方法ではなく新規戦略を選択するリーダーは，革新行動の得

点が高く成果への自信も高いという結果が報告されている．

未経験の新しい問題に取り組み成功したリーダーシップ経

験も,リーダーシップ自己効力感に正の影響を及ぼすことが

予測される． 
リーダーシップ自己効力感に関する日本の大学生対象の

研究では, リーダーシップ経験と自己効力感との関係を分析

した研究は多数あるが，リーダーシップ自己効力感に関する

研究は，前述の古屋ら(13)の研究があるもののリーダーシップ

自己効力感の形成要因に関する研究は十分とは言えない．リ

ーダーシップ自己効力感を身につけるには，どのようなリー

ダーシップの成功経験が有効なのか，また効果的な経験時期

などは明らかにされていないのが現状である． 
 

1. 4 本研究の目的 
 

以上の議論を踏まえ，本研究では，大学生の「リーダーシ

ップ自己効力感」の形成要因を検討するために，どのような

リーダーシップ経験が有効であるかを明らかにすることを

目的とする．コンピテンシーの育成の視点では，溝上の縦断

研究によると，大学においてはコンピテンシーの発達はあま

り見られず，高校までの経験によって大学時代のコンピテン

シーが決定される可能性が高いことを示唆している(17)．リー

ダーシップ自己効力感の獲得においても，同様に高校までの

リーダーシップの成功経験が影響を及ぼすことが予測され

る．したがって，本研究では高校時代のリーダーシップ経験

が大学生の現在のリーダーシップ自己効力感に与える影響

を検討する． 
形成要因としての調査項目は，高校時代のリーダーシップ

経験の頻度，経験の性質（新しさ，困難さ），リーダーシッ

プの発揮についての自己評価とする（以下，「経験の頻度」，

「経験の新しさ」，「経験の困難さ」，「リーダーシップの自己

評価」と表す）．大学 4 年生次の現在のリーダーシップ自己

効力感の測定には，武田・溝上(18)のリーダーシップ自己効力

感尺度（Leadership Self-Efficacy scale，以下 LSE と表す）を

使用した．LSE は「変革力」，「鼓舞力」，「共感力」，「遂行力」

の 4 因子から構成される．LSE の因子は，三隅によって提唱

されたリーダーシップ PM 理論(19)を参考にして開発された

ものである．PM 理論とは，リーダーの行動を集団目標達成

機能である P (Performance) 行動と集団維持機能である M 
(Maintenance) 行動の２次元からとらえ，その行動を発揮し

ている程度によって，リーダーを PM・pM・Pm・pm の４つ

のタイプに分類し，リーダーシップ能力を測定するものであ

る．この PM 行動の概念は，さまざまな組織の特殊性を越え

て普遍性があることが報告されている(20)．LSE は，「遂行力」

と「変革力」が P 行動因子，「共感力」と「鼓舞力」が M 行

動因子として位置付けられている（18）． 
本研究では，まず，高校時代の「経験の頻度」，「経験の新

しさ」・「経験の困難さ」，「リーダーシップの自己評価」と

LSE との関連を検討するために，相関分析を行う．仮説とし

ては，リーダーシップ経験についての項目「経験の頻度」，「経

験の新しさ」，「経験の困難さ」，「リーダーシップの自己評価」

と LSE の 4 因子には正の相関関係があると考えられる．な

かでも，自己効力感の獲得に最も効果的な要因であると言わ

れている「リーダーシップの自己評価」，つまり成功経験は 4
因子と強い正の相関があるのではないかと想定される．また， 
P 行動因子である「変革力」は，「リーダーシップの自己評

価」に加え池田・古川の先行研究(16)により，「経験の頻度」・

「経験の新しさ」と強い正の相関があるのではないかと想定

される（仮説①）． 
つぎに，高校時代のリーダーシップ経験が現在のリーダー

シップ自己効力感へ与える影響を明らかにするために，リー

ダーシップ経験についての項目（「経験の頻度」，経験の「新

しさ」・「経験の困難さ」，「リーダーシップの自己評価」）を

独立変数に，LSE の 4 因子を従属変数として共分散構造分析

を行う．その際，性差の影響を統制するために性別を統制変

数として投入する． 
1 点目の仮説としては，経験の頻度において LSE の 4 因子

すべてに正の影響があることが予測される．池田・古川 (16)

の社会人の管理職を対象にした研究によると，M 行動（他者

16 
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との関係性に関する領域），P 行動（課題遂行に関する領域）

の自信は，いずれも管理職としてのリーダー経験年数が長い

ほうが高いことが明らかにされている．なかでも，P 行動に

おいては，経験年数が増すにつれてリーダーの自信の程度が

有意に増加することが示されている．以上のことから，LSE
の P 行動因子である「遂行力」と「変革力」においても，「経

験の頻度」からの強い正の影響が予測される（仮説②）． 
2 点目として，「リーダーシップの自己評価」から LSE へ

の影響は，古屋ら(13)の先行研究からも LSE の 4 因子全てに

対して強い正の影響があることが予測される（仮説③）． 
3 点目として，「経験の新しさ」から LSE に対しては正の

影響があることが予測される．なかでも，「変革力」は前例

にとらわれず，新しいやり方を取り入れ改革していくことに

ついての効力感を捉えようとする因子であることから，より

強い影響が予測される（仮説④）． 
最後に，「経験の困難さ」についても LSE の 4 因子全てに

正の影響が予測されるが，なかでもより広い視野を持つリー

ダーシップについての効力感を捉える「変革力」と「鼓舞力」
(18)に強い影響があることが考えられる(仮説⑤）．困難な課題

を解決する状況でのリーダーシップを発揮する経験は，強固

なリーダーシップ自己効力感の醸成につながることが予測

される． 
以上の観点から，大学生の「リーダーシップ自己効力感」

の形成要因を検討するなかで，高校時代にどのようなリーダ

ーシップ経験をすることが有効であるかを明らかにすると

ともに，学校現場への教育的示唆を得る． 
 
2. 方法 

 

2.1 調査時期・対象 

 

2018年12月にマクロミルインターネットリサーチを利用

し，4 年制大学に通う大学 4 年生を対象に文系・理系，男女

ともに半数ずつになるように回答してもらった．不適切な回

答と判断される 1 名を除く 1031 名（男性 468 名; 女性 563
名）のデータで分析した．平均年齢は 22.02 歳 (SD = 0.79) で
あった． 
 
2.2 調査項目 
 

デモグラフィック変数（性別，年齢，所属学部）及びリー

ダーシップ自己効力感，高校でのリーダーシップ経験に関す

る質問を尋ねた（年齢と所属学部については今回の分析では

使用していない）． 
リーダーシップ自己効力感の測定は，武田・溝上(18)の LSE

を使用した．LSE の項目については Table1 にまとめた．教

示文は，「グループワークや複数の人と協同して活動を行な

う際に、以下の項目に対してどの程度 自信がありますか」

とし，「(1)まったく自信がない」「(2)やや自信がない」「(3)
どちらともいえない」「(4)やや自信がある」「(5)非常に自信

がある」の 5 段階で回答してもらった． 
高校でのリーダーシップ経験については，「高校時代にリ

ーダーシップを発揮した出来事を思い浮かべてください．こ

の場合のリーダーシップとは『グループの他の人たちと一緒

に，活動を成功させるために能動的に動くこと』をいいます」

と教示し，「(1)全くなかった」「(2)一度だけあった」「(3)数
回あった」「(4)しばしばあった」「(5)よくあった」の 5 段階

で経験の頻度を尋ねた． 
そのあと，そのような経験が「全くなかった」と回答した

人を除いた 666 名に対して，自身がリーダーシップを発揮し

た経験のなかで最も重要だと思うものを 1 つ挙げてもらい，

①「経験の新しさ，②「経験の困難さ」，③自分の「リーダ

ーシップの自己評価」について 6 段階で回答してもらった．

リーダーシップの経験についての教示と選択肢は以下の通

りである． 
 
① 「経験の新しさ」 

教示「その活動はどの程度，自分にとって新しいことでし

たか」を与え， 
選択肢「(1)以前やったことと全く同じだった」「(2)おおよ

そ以前にやったことに似ていた」「(3)どちらかといえば以前

やったことに似ていた」「(4)どちらかといえば新しいことだ

った」「(5)まぁまぁ新しいことだった」「(6)新しいことだっ

た」の六件法で回答してもらった． 
 
② 「経験の困難さ」 

教示「その活動はどの程度，自分にとって難しいことでし

たか」を与え， 
選択肢「(1)全く難しくなかった」「(2)それほど難しくなか

った」(3) 「どちらかといえば難しくなかった」「(4)どちら

かといえば難しかった」「(5)まぁまぁ難しかった」「(6)非常

に難しかった」の六件法で回答してもらった． 
 
③ 「リーダーシップの自己評価」 

教示「グループのなかで，あなたはリーダーシップを発揮

できましたか」 
選択肢「(1)全く上手くできなかった」「(2)やや上手くでき

なかった」「(3)どちらかといえば上手くできなかった」「(4)
どちらかといえば上手くできた」「(5)まぁまぁ上手くできた」

「(6)非常に上手くできた」の六件法で回答してもらった． 
 

 
 
 
 

Table1 Means, Standard Deviations for LSE 

No 因子名 M SD

3 作業や活動がうまくいかないときに、その原因や解決策を考え
ること

a 3.63 0.97

5 外の世界から情報取集し、活動の改善に役立てること b 3.58 0.98

7 課題の重要度や緊急度で、グループとしての優先順位を決め
ること

c 3.48 1.03

11 進行状況をみて、必要に応じて計画の軌道修正をすること b 3.54 1.00
14 過去にとらわれず、新しいやり方を取り入れること c 3.30 1.09
16 作業の改善をすること a 3.60 0.92

4 将来の目標や方向性について、他のメンバーが共感できるよう
に話すこと

a 3.46 1.06

6 グループ全体に呼びかけて、奮起をうながす話をすること 3.01 1.16
12 グループの目的や方針の意義を、他のメンバーに伝えること b 3.48 1.03

13 グループの活動に活気をもたらすために、今までと違うことを仕
掛けること

a 3.03 1.11

15 みんなのこころが一つになるように、夢や希望を語ること b 2.98 1.16
1 他のメンバーが成果を上げたとき、こころから喜ぶこと 3.70 1.00
8 一緒に活動する他のメンバーを信頼すること 3.69 1.05

10 グループの活動に貢献した他のメンバーを賞賛すること 3.84 0.96
2 グループの話し合いで進行役を務めること 2.97 1.16
9 役割分担を決めること 3.45 1.00

変革力

鼓舞力

共感力

遂行力

項目

Note. 各項目の右欄のアルファベット (a ~ c) はそれぞれの因子の小包化を表す。
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3. 結果 

 
3.1 リーダーシップの経験と LSE の相関分析 

 
Table2 は各変数の平均値と標準偏差および変数間の相関

係数を示したものである．まず「経験の頻度」と「経験の新

しさ」，「経験の困難さ」にはかなり弱い相関しか見られなか

った (順に r = .10, .16; いずれも p < .01) が，「リーダーシ

ップの自己評価」とは比較的強い相関が見られた (r = .31, p 
< .01)．また「経験の困難さ」と「経験の新しさ」には比較

的強い相関が見られた ((r = .48, p < .01)．「自己評価」と「経

験の新しさ」にはかなり弱い相関が見られたが (r = .16, p 
< .01)，「経験の困難さ」とは有意な相関関係は見られなかっ

た． 
次に，リーダーシップ経験の頻度と LSE の「遂行力」，「変

革力」，「鼓舞力」とは比較的強い正の相関が見られたが (順
に r = .44, 42, 43; いずれも p < .01)，「共感力」とは弱い正

の相関しか見られなかった (r = .26, p < .01)．「経験の新し

さ」と LSE の間には有意ではないか，有意であってもかな

り弱い相関しか見られなかった．「経験の困難さ」と LSE の

間には有意な相関は見られなかった．「リーダーシップの自

己評価」と LSE の「遂行力」には比較的強い正の相関が見

られ (r = .42, p < .01)，「変革力」，「鼓舞力」の間には弱い正

の相関が見られたが (順に r = .32, 38; いずれも p < .01)，「共

感力」の間にはかなり弱い相関しか見られなかった (r = .15, 
p < .01)． 

 
3.2 リーダーシップ経験がリーダーシップ自己効力感に与

える影響の検討 

 
リーダーシップの経験がリーダーシップ自己効力感に与 

える影響を検討するために．共分散構造分析を行った．また

潜在因子 (LSE) を構成する上で，複数の項目を一つの顕在

変数にまとめる小包化を行った(21)．まとめた顕在変数はパー

セルと表す．小包化を行う際，項目間の相関関係を検討し，

その中から無作為に項目を選出した．「遂行力」は 2 項目で

潜在変数を構成し，「変革力」は，6 項目を 2 つずつまとめ

た 3 パーセル，「共感力」は 3 項目，「鼓舞力」は 2 パーセル

と 1 項目からそれぞれ潜在変数を構成した (Table1 の項目名

の右端に付記されたアルファベットが同じ項目を小包化し

た)． 
潜在変数を構成した後，「性別」と，リーダーシップの経

験として「経験の頻度」，「経験の新しさ」，「経験の困難さ」，

「リーダーシップの自己評価」を独立変数として，LSE の 4
因子に対してすべてのパスを仮定し，独立変数間および LSE
の因子間に共分散を仮定し分析を行った．モデル全体の評価

には χ2 値，GFI，AGFI，RMSEA，AIC を用いた．最尤法に

よる母数の推定を行った結果，適合度は χ2 (73) =162.72 (p 
< .001)，GFI = .970，AGFI = .945，RMSEA = .043，AIC = 
29607.30 であった．ただし「性別」から「遂行力」と「変

革力」，「経験の頻度」から「共感力」に対するパス係数は有

意でなかった．また「経験の新しさ」と「経験の困難さ」か

らのパス係数は全て有意ではなかった．そこで「経験の新し

さ」，「経験の困難さ」と有意でなかったパスを削除し，再度

分析を行った．その結果，適合度は χ2 (62) =155.38 (p < .001)，
GFI = .968，AGFI = .946，RMSEA = .048，AIC = 25511.81
であった．GFI，AGFI は 1 に近いほど，RMSEA は 0 に近い

ほど，AIC は小さいほどモデルの説明率が高く，良いモデル

であると判断される．また RMSEA は 0.05 以下であれば適

合度が高いと判断される．一方 0.10 以上であれば適合度は

低いとされ，モデルは採用しない(22)．これらの基準に照らし

合わせて本モデルの適合度は十分高いと判断された．最終的

に採用したモデルを Fig.1 に示す． 
「遂行力」に対しては「経験の頻度」と「リーダーシップ

の自己評価」からの有意な影響が見られた (順に β = .35, .47;

いずれも p < .01)．「変革力」に対しては「経験の頻度」，「リ

ーダーシップの自己評価」からの有意な影響が見られた (順 
に β = .24, .29; いずれも p < .01)．「共感力」に対しては「性

別」と「リーダーシップの自己評価」からの有意な影響が見

られた (順に β = .18, .20; いずれも p < .01)．「鼓舞力」に対

しては「性別」と「経験の頻度」，「リーダーシップの自己評

価」からの有意な影響が見られた (順に β = -.07, .21, .36; い
ずれも p < .01)． 

それぞれの決定係数 (R2) の値は「遂行力」「変革力」「共

感力」「鼓舞力」で.45,.19,.07,.23 であった． 
 
 
 

Table2 Means, Standard Deviations, Reliability Coefficients and Correlations for all variables 
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4 考察 
 
4. 1 リーダーシップ経験と LSE の相関について 
 
高校時代のリーダーシップ経験と LSE の相関関係におい

て，仮説では LSE のすべての因子が，リーダーシップ経験

に関する項目すべて（「経験の頻度」，「経験の新しさ」，「経

験の困難さ」，「リーダーシップの自己評価」）と正の相関関

係を示すことを想定した．しかし，全体的に見ると「経験の

頻度」と「リーダーシップの自己評価」とのみ有意な正の相

関が見られ，経験の「新しさ」と「経験の困難さ」とはほと

んど相関が見られず，仮設①は部分的にしか支持されなかっ

た．また経験との関係を考慮すると 4 因子の中で「共感力」

のみが他の 3 因子（「変革力」，「鼓舞力」，「遂行力」）とは異

なる性質をもつ可能性が考えられる．まず，頻度との関係に

おいては，「変革力」，「鼓舞力」，「遂行力」は，比較的強い

正の相関を示したが，「共感力」は弱い正の相関しか示さな

かった．また，「リーダーシップの自己評価」との関係にお

いても，「変革力」，「鼓舞力」，「遂行力」は比較的強い，も

しくは弱い正の相関があったが，「共感力」はかなり弱い正

の相関しかみられなかった．「変革力」，「鼓舞力」，「遂行力」

を身につけるには，Bandura が提唱するように，遂行行動の

達成が有効に働くことが示唆されたが，「共感力」は過去に

リーダーシップ経験を重ねたり，成功経験を積んだりしてい

たとしても，育成にそれほどつながらない可能性が示唆され

た．リーダーシップの自己評価，頻度ともに P 行動２因子と

の相関が高く，M 行動因子では，「鼓舞力」のみとの相関が

高かったことから，「共感力」と「鼓舞力」の違いは今後明

らかにしていく必要がある． 
次に，経験の性質において，「経験の困難さ」と「経験の

新しさ」には高い相関があり，学生にとって新しい経験を困

難な経験であると感じていることがうかがえる．仮説では，

「経験の困難さ」や「経験の新しさ」は，LSE と正の相関が

あり，因子のなかでも「変革力」は双方と強い正の相関があ

るのではないかと想定していた．「経験の困難さ」は LSE の

4 因子全てと有意な相関関係が見られず，「経験の新しさ」

も有意ではあったが弱い相関が「変革力」と「共感力」で見

られただけであった．この結果から，単に新しい経験や困難

な経験をするだけでは，リーダーシップ自己効力感に直接的

な効果がないことが考えられる． 
 

4. 2 リーダーシップ経験が LSE に与える影響 

 
リーダーシップの経験がリーダーシップ自己効力感に与

える影響を共分散構造分析によって検討した． 
「性別」は M 行動である「共感力」と「鼓舞力」に対し

て有意な影響を与えていたが，「鼓舞力」に対する影響力は

小さかった．また「共感力」は女性のほうが高かったが，「鼓

舞力」では男性のほうが高かった．いっぽう，P 行動である

「遂行力」と「変革力」では性差は見られなかった． 
まず仮説②では，「経験の頻度」から LSE4 因子に対して

正の影響がみられると想定した．なかでも P 行動である「遂

行力」と「変革力」に対しては強い影響があると予測された．

しかし共分散構造分析の結果，「変革力」「鼓舞力」「遂行力」

に対しては有意なパスがみられたが，「共感力」に対しては

有意なパスがみられなかった．「遂行力」に対しては，仮説

通り回数を重ねることが比較的強い影響がみられたが，同じ

く P 行動因子である「変革力」に対しては，M 行動因子であ

る「鼓舞力」と同程度の影響しかみられず，仮説②は部分的

にしか支持されなかった．因子の性質上，P 行動因子である

「遂行力」と「変革力」に対しては，リーダーシップ経験の

回数が有効に働くと予測していたが，「変革力」はただ単に

回数を重ねるだけでは育成することが難しいと考えられる．

一方，M 行動因子である「鼓舞力」も，グループのメンバー

や周囲の人たちを活動に巻き込む力であることから，経験を

積むことも必要ではあるものの「変革力」と同様に単に回数

を重ねるだけでは育成には限界があることが予測される．

「共感力」に対して頻度からの有意な影響がみられなかった

ことから，他のリーダーシップ自己効力感のように経験を積

むことによって高くなるわけではなく， 他の要因が影響し

ている可能性が考えられる． 
次に仮説③では，「リーダーシップの自己評価」から LSE4

Fig.1 The effect of leadership experiences on Leadership Self-Efficacy 

 

(男性≃0; 女性≃1)

Note . ** p  < .01;  * p  < .05
Note.  数値はすべて標準化係数を表す。また図の煩雑化を避けるため従属変数間の共分散のパスについては省略した。
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因子への強い正の影響を想定した．「遂行力」に対しては，

仮説通り比較的強い影響があることが示された．「変革力」・

「鼓舞力」・「共感力」に対しても「遂行力」ほど強い影響で

はないが有意な影響が認められ，仮説③は支持された．相関

分析では，「リーダーシップの自己評価」と「共感力」の間

には，かなり弱い相関しか認められなかったが，共分散構造

分析によって性差と経験の頻度の影響を統制することで，リ

ーダーシップをうまく発揮することができたという経験が

「共感力」に与える影響を明確にすることができた． 
そして仮説④では，「経験の新しさ」から LSE に対しては

正の影響があり，なかでも「変革力」に対しては強い影響を

与えると想定した．しかし共分散構造分析の結果，いずれの

因子に対しても有意な影響が見られず，仮説④は支持されな

かった．単に新しい経験をするだけでは，LSE のいずれの因

子にも影響がないことが明らかになった． 
最後に仮説⑤では，「経験の困難さ」が LSE の 4 因子全て

に対して正の影響があり，なかでも「変革力」と「鼓舞力」

に対しては強い影響があると想定した．しかし分析の結果，

いずれの因子に対しても有意な影響が見られなかった．経験

の新しさ同様に，単に困難な経験をするだけではリーダーシ

ップ自己効力感のいずれの因子にも影響がないことが明ら

かになった． 
 

4. 3 総合考察 

 
リーダーシップ自己効力感のなかでも因子によって，形成

要因が異なることが示唆された．リーダーシップ自己効力感

に有効に働くと想定されたリーダーシップの自己評価や頻

度は，「共感力」以外の 3 因子（「遂行力」・「変革力」・「鼓舞

力」）の有効な形成要因であることが示されたが，今回の調

査項目は「共感力」の有効な形成要因ではないことが考えら

れる．また単に新しい経験や困難な経験をさせるだけでは，

リーダーシップ自己効力感にはいずれも効果がないことが

示唆された． 

 

5. 今後の課題 
 
本研究は，大学生のリーダーシップ自己効力感に対して，

高校時代のリーダーシップに関わる経験がどのような影響

を与えているのかについての一部を明らかにすることがで

きたと考えられるが，検討が十分になされていない点もある．

本研究に関わる今後の課題は以下のとおりである． 
まず，LSE のなかで他の 3 因子とは形成要因が異なると考

えられる「共感力」について，本研究の調査項目からでは影

響が見られにくかったことから，どのような経験が有効であ

るのかを検討していきたい． 

つぎに，経験の性質に加え，どのような関係のメンバーと

どのような場面で経験したかも検討する必要があると考え

られる．Bandura によると，行為決定の先行要因として，「場

所や行動の対象となる人など他の要因によって，しばしば異

なる結果をもたらす」と言われている(12)．例えば，熟知し

ている仲間との活動であれば，困難なことや経験のないこと

であったとしても，リーダーシップを発揮すること自体は容

易になる可能性が考えられる．一方で，容易なことや過去に

何度も経験したことがある活動であっても，初めて会ったメ

ンバーや関係性が良くないメンバーのなかでリーダーシッ

プをうまく発揮できない可能性もある．場所も同様で，同じ

活動であっても慣れ親しんだ場所か否かなどさまざまな環

境要因の影響が考えられる．個人がリーダーシップを発揮す

る場面における複数の要因の組み合わせの影響を想定して

検討する必要がある．場所や人などいかなる環境においても，

リーダーシップを発揮できるようになるためには，どのよう

な力が必要なのかも併せて検討していきたい． 

さらに，本研究では，経験の性質自体の困難さや新しさが

リーダーシップ自己効力感に影響を与えると想定していた

が，活動自体の困難さや新しさなのか，リーダーシップを発

揮すること自体の困難さや新しさなのか，どちらともとれる

教示文になっていた可能性がある．そのため「経験の困難さ」

や「経験の新しさ」から LSE へ影響がみられなかった理由

が，実際に経験自体の困難さや新しさとリーダーシップ自己

効力感に関連がみられないせいなのか，回答が混在してしま

ったせいなのかが不明である．したがって，経験自体の性質

と，リーダーシップを発揮する場面の性質を弁別できるよう

な教示へと改良することで，リーダーシップ自己効力感との

関連を明確にする必要がある． 

経験の性質については，こちらから特定の活動に限定をし

なかったため，全員が同じ経験（例えば，体育祭でのリーダ

ーや生徒会役員等）ではなく，回答者それぞれが別々の経験

を想定して回答した．そのため，経験がリーダーシップ自己

効力感に対して与える影響については，学生がどのように経

験を捉えたのかという認知の問題に起因することも考えら

れる．つまり，客観的にみれば同程度の困難さであっても，

難しいと感じるか簡単と感じるかは，個人のパーソナリティ

や過去の経験に依存しているということである． 

例えば，近年リーダーに必要とされるレジリエンスとの関

連も想定される.米国の大学生に関する研究では，レジリエ

ンスが高いリーダーは，高い成果やパフォーマンスをあげ，

リーダーシップ自己効力感とレジリエンスは正の相関関係

があることが報告されている(23)．経験自体に要因があるのか，

それを捉える側に要因があるのかも今後の検討課題である． 

今後は社会人においても同様の結果が得られるのか、縦断

調査を行い高校・大学のリーダーシップ経験の影響を明らか

にしていく必要がある．リーダーシップ自己効力感の育成に

効果があると考えられる経験を明らかにしていくことで，複

雑化する現代社会で，多様なメンバーと協働してリーダーシ

ップを発揮できる人材の育成を目指す教育活動に示唆を与

えることができるのではないかと考えられる． 
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4．リーダーシップ理論における危機管理の位置づけについて 

 
(組織にとって危機とは何か) 

 
                       *1 
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(What Is an Organizational Crisis) 
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Abstract 
 Crisis management has long been studied and developed a rich field of literature. However, much of the 
crisis management research is focusing on crisis coping strategies and underscores the categorization of 
organizational crisis. The purpose of this study is to identify and categorize different types of crisis, 
specifically for a profit-oriented organization. By understanding the type of crisis, each levels of 
organizational leaders (i.e., executives, project managers) can take prompt and accurate initial responses 
toward the crisis.   

 
 

Key Words:  Leader, Leadership, Crisis Management, Crisis, 
 

1．緒言 

 
リーダーシップ論の中には危機管理について触れられて

いないものも多く存在するが，ノール・M.ティシーらは「決

断．本物のリーダーシップの核心にあるもの．臨機応変に意

思決定を重ねていくプロセスであり，これが展開されるのは，

人事,戦略そして危機の三つの領域だ．」(1)と，リーダーシッ

プ発現の場として危機管理を重要視している． 
実際，危機に際してリーダーの果たす役割は大きく,優れた

リーダーが危機対応を行った場合と危機管理に適さないリ

ーダーが危機対応を行った場合とでは,被害のレベルに格段

の差が出る. 
危機管理はリーダーに期待される大きな役割でありなが

ら，リーダーシップ理論の中で危機管理論の位置づけは，必

ずしもはっきりしない．リーダーシップ理論の中で，危機管

理をどのように扱うべきなのか，明快に述べた著作は少ない． 
むしろ危機管理論とリーダーシップ論はこれまで別個に

議論されてきた．危機管理については様々な研究が行われ，

成果として様々な論文、出版物が刊行されている．ところが

危機管理に関するほとんどの出版物は，危機の対処法に関す

るものであって，危機に際してリーダーの果たす役割、リー

ダーの行動といった観点からの議論は少ない． 
リスクマネジメント，危機管理およびコミュニケーションに

ついて優れた分析を行いながら，経営者のリーダーシップに

ついてはあまり触れられていなかったり（井上 2015）(2)，

企業の危機対応として BCP（Business Continuity Plan）策定の

重要性を説きながら，この中で果たす経営者の重要な役割に

ついては記述が少なかったり（仲間 2008）(3)，従来の危機

管理論では，リーダーの果たす役割・機能について議論が十

分に展開されているとは言えない． 
本研究は，組織にとって危機とは何か，特に営利組織であ

る企業にとって危機とは何か．何が対処すべき危機なのかを

明らかにし、これをリーダーシップ理論の中に位置づけるこ

とを目的としている． 
これによって，企業のそれぞれの組織段階のリーダーが，

対処すべき危機とは何かを把握することが容易となり，危機

への初動対応が素早く行われることが期待できる． 
 
2．研究方法 

 
リーダーシップ論をどのように展開するにしても，出発点

はリーダーシップの定義になると考えられる．リーダーシッ

プをいかに定義づけるかによって，その後の議論は大きく異

なる．リーダーシップをこういうものだと定義づけてしまえ

ば，このことによって，議論の対象が限定されるからである． 
 リーダーシップ理論における危機管理の位置づけについ

ても，リーダーシップの定義との関係で，理論的な位置づけ

を把握することができれば，体系的な議論をすっきりさせる

ことができる． 
 そこで本論では，まず代表的なリーダーシップの定義につ

いて調査を行う．ところが，結論から言うと，代表的なリー

ダーシップの定義の中には，明示的に危機管理を含んでいる

ものはない． 
 そのため，実際の企業危機について調査を行い，理論的な

観点から，リーダーが危機管理を行う必然性について検証を

行う． 
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3. 調査方法 
 
 まず代表的なリーダーシップの定義について調査を行い，

それぞれの定義を構成する要素に分解する．この中で，危機

管理論について触れているものがあるかどうかを検討する． 
次に，実際の企業危機について具体的に調査・分析を行い，

これを類型化して，どのような事件や事故が危機管理の対象

になるのかを分析する． 
さらに，リーダーの危機管理行動を分析し，最終的にリー

ダーシップの定義とリーダーの危機管理行動の関係を明ら

かにし，危機管理はリーダーシップの重要な発現の場である

ことを明らかにする． 
 

4. リーダーシップの定義に関する先行研究と分析 
 
リーダーシップの定義に関して既存の文献を探していく

と，リーダーシップを明確に定義づけているものは意外と少

ない．これはリーダーシップの定義とリーダーの役割論・機

能論を分離することが難しいからではないかと考えられる．

リーダーの機能・役割はこういうものだという議論はそのま

まリーダーシップの定義になりやすい． 
世に出版されているリーダーシップ論はどうしてもリー

ダーの機能論・役割論を直ちに展開しており，リーダーシッ

プの定義から出発しているものは少ない． 
こうした中で，Katz and Kahn （1966）(4)は，「リーダーシ

ップは，影響力を行使する人と影響される人びと，という二

つの対象を示唆する関係概念である」と，リーダーシップの

定義を対人関係・対組織関係から記述し，リーダーの役割

論・機能論から分離している． 
ドラッカーも「リーダーに関する唯一の定義は，付き従う

者がいるということである」(5)とリーダーシップについて，

主として人間関係の面から定義していることがある．これを

ドラッカーの第一の定義としよう． 
 「リーダーシップとは，率いる者と率いられる側との対

人関係である．非公式集団ではふつう，人はリーダーの肉体

的なパワーやカリスマ性についていく．公式組織では，リー

ダーは上から任命されており，マネジャーは自分の役職に付

与されたパワーにたよらねばならないことがよくある．」

（Henry Mintzberg 2014）というミンツバーグの定義も同じ方

向にある． 
ミンツバーグは，リーダーシップについて以上のように把

握したうえで，リーダーの役割を，(1)対人関係に関連するも

の，(2)情報伝達を扱うもの，(3)本質的に意思決定にかかわ

るもの，と三つに分類し，さらに三つの分野で 10 の役割に

ついて詳述している(6)． 
これらに対して，「リーダーとは，目標を定め，優先順位

を定め，基準を定めて，それを維持するものである」という

P.F.ドラッカーの第二の定義(7)や，「リーダーシップとは，ビ

ジョンと戦略を作り上げる，戦略の遂行に向けてそれに関わ

る人々を結集する，あるいは，ビジョンの実現をめざして

人々に対してエンパワーメントを行うなど，障害を乗り越え

てでも実現する力のことである」というジョン・P.コッター

の定義(8)は，リーダーの役割論・機能論を大きく取込んでい

る． 
C.バーナードも「必要欠くべからざる社会的な本質的な存

在であって，共同目的に共通の意味を与え，他の誘因を効果

的ならしめる誘因を創造し，変化する環境の中で，無数の意

思決定の主観的側面に一貫性を与え，協働に必要な強い凝集

力を生み出す個人的確信を吹き込むものである」(9)と，集団

の結集，一貫した活動に関するリーダーの機能を定義に取り

込んでいる． 
 
Table1 は,リーダーシップに関する代表的な定義を表にま

とめると同時に，それぞれの定義内容を，対人関係・対組織

関係に関する記述と，リーダーの機能・役割に分解したもの

である． 
リーダーの役割・機能に関する記述は．意図的に目標の設

定，戦略・戦術の策定・実施，チーム能力の維持・向上に分

解したのではなく，機能の種類別に分解したら，たまたまこ

の範囲に収まったものである． 
 Katz and Kahn やドラッカーの第一定義では，リーダーシッ

プに関する定義を，対人関係・対組織関係に関する記述に限
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定している．ミンツバーグの定義は，対人関係・対組織関係

に関する記述に限定しながらも，非公式集団と公式組織のリ

ーダーの求心力の違いについて触れている． 
 ドラッカーの第二定義と C.バーナードの定義は，戦略・

戦術の策定・実施には触れていないが，ジョン・P・コッタ

ーの定義は，三つの機能それぞれに触れている． 
本稿の立場は，組織及び組織目標はリーダー以前に存在す

るものであり，リーダーシップは，対組織関係と目的・目標

の設定の両面から，定義されるべきだと考えている(10)． 
以上の代表的なリーダーシップの定義では，危機管理に正

面から触れたものは存在しない． 
 
 
5．実際の企業危機に関する事例研究 

 
それでは危機管理をリーダーシップ理論の中でどのよう

に位置付ければ良いのだろうか．実際の企業危機について具

体的に例示・分析を行い，どのような事件や事故が危機管理

の対象になるのかを分析する． 
 
5.1 社内･社外の事件･事故  
 
具体的に殆どの危機管理論で想定しているのは事件・事故

である．ところが相場の格言では「事故は買い，事件は売り」

などと言われている．突発的な事故は，短期的には悪影響が

あるかもしれないが，いずれ業績は回復する．だから相場の

押目では買いということである． 
事件はその背後にある企業の根本的な体質が現れたもの

と考えられる時は売りということだが，事件と事故の境は必

ずしもはっきりしない． 
もちろん，危機管理を担当するセクションにとっては事件

でも事故でも危機に違いないが，通常の事故は現場で対応で

きるものであり，事件はもはや社会性を帯びており，現場だ

けの対応では不十分になる可能性が高い． 
 

5.2 犯罪行為 
 
犯罪行為は事件の典型である．トップマネジメントの絡む

経済事犯は勿論のこと，窃盗や横領といった財産犯でもその

金額によっては大ごとになるし，単純な傷害事件であっても，

犯人がその組織の上級職員である場合には社会的に大きく

騒がれる可能性がある． 
しかし，トップマネジメントが関わった経済事犯以外は，

ほとんどの場合，広報等の現場対応が可能である．企業業績

は多くの企業人の真摯な経済努力によって支えられている

のであって，多くの場合企業業績に決定的なダメージを与え

ることはない． 
 

5.3 製品の瑕疵 
 
製品の瑕疵も典型的な危機管理の事例として取り上げら

れるが，これは雪印乳業（社名は事件当時）の事例に影響を

受けていると考えられる． 
2000 年の雪印乳業の食中毒事件では,6 月 27 日に食中毒の

最初の届出がなされて以降,大阪市が 6 月 28 日に製造自粛,
回収,事実の公表を指導したものの,翌 6 月 29 日になって雪印

乳業が食中毒事件の発生を公表,6 月 30 日に大阪市が製品の

回収を命令した. 
しかし社告の掲載,記者発表,製品の自主回収などが遅れたた

めに,7 月 10 日までに 14,780 名の有症者数が報告されてい 

る.適切な危機対応であれば,6 月 27 日に全てが実行されるべ

きであった. 
最終的に北海道大樹工場が製造した脱脂粉乳から黄色ブ

ドウ球菌の毒素が検出され,原因が特定されたのは 8 月 18 日

である. 
評判の失墜を恐れるあまり正確な情報を適時に公表せず,

被害の拡大を防ぐ努力を二の次にしたために，事故であった

かもしれないものを事件にまで発展させ，ブランド価値を傷

つけ，企業の存続を不可能にした事例である(11)． 
この事例以降，食品業界では食中毒事案が発生した場合に

は即時に，事実の公表，関係政府機関への届出，製品の販売

中止，流通過程からの製品の回収が行われるようになってい

る． 
雪印乳業の事例は，企業の対応によっては，ブランド価値

を棄損し，企業の存続にまで発展することがあることを示し

たものである． 
これに対して，最近の大和ハウス工業の建築基準法違反事

案では，全国で独立基礎の仕様が不適合な物件を，3,763 棟

（2019 年 6 月 18 日公表）も供給しながら，ブランド価値の

棄損にまでは至っていない． 
 
以上は危機管理論の想定する典型的な危機であるが，大規

模なシステム障害も企業の危機として対応が必要である． 
 

5.4 大規模なシステム障害 
 

2002 年 4 月のみずほファイナンシャルグループのシステ

ム障害では，統合システムの開業初日から ATM の障害が発

生し，250 万件もの口座振替の遅延が発生しただけでなく，

約 3 万件の二重引き落としが発覚した(12)． 
企業活動にとって，金融システムは言わば血液の循環であ

り，これに対する信頼の欠如は，みずほファイナンシャルグ

ループに対する信頼の喪失につながりかねない事件であっ

た． 
 

5.5 大口取引先の政策変更 
 
これも企業危機を引き起こしかねない事案である．代理店

による販売政策を採っていた企業が，インターネットによる

直接販売に舵を切れば，販売代理店にとっては重大な危機と

なる． 
 
5.6 大口取引先の担当者の変更 
 
 小さな企業にとっては，大口取引先の担当者が代わっただ

けでも，企業としての危機を迎えることがある． 
営業上の人間関係でしっかりした絆を築き上げたと思っ

ていても，取引先の上司が代われば，現場同士の人間的なつ

ながりは，公正な取引を歪める癒着と映ることも少なくない．

その上司は従来の担当者をそれまであまりつながりのなか

った者に変更するかもしれない． 
 

5.7 政策当局によるレギュレーションの変更 
 
 政策当局によるレギュレーションの変更が，企業業績に決

定的な影響を与えることも少なくない．大気汚染に対するマ

スキー法の施行がこの例である．期限までにマスキー法の示

す有害物質の排出基準を達成できない車は，最大の市場であ

る米国で販売することはできなくなった． 
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実際にはマスキー法をベースにした日本の昭和 53 年排出

ガス規制が，世界で最も厳しい規制となったが，対応できな

い自動車メーカーにとっては，大きな脅威となった． 
 

5.8 市場にプラットフォームとして君臨している企業のレ

ギュレーションの変更 
 
 例えば GAFA と呼ばれるインターネット上の巨大企業の

レギュレーションの変更が小さなインターネット企業群の

業績を直撃することもある．例えば facebook が，広告の配信

に関するレギュレーションを変更すれば，広告会社は広告主

に約束した広告の露出回数を満足することができないとい

ったケースも発生する． 
 
5.9 ライバル会社の攻勢･新製品の開発 
 
 ライバル会社が思い切った値引き攻勢や魅力的な新製品

の開発を行うことによって，大幅に市場シェアを奪うことも

ありうる．競争の相手企業は，それだけで危機に陥ることに

なる． 
 
5.10 市場のあり方を覆すような新技術の開発・普及 
 
 例えば，ダイソンの掃除機はそれまでのフィルター型の掃

除機とは全く異なっている．一度ダイソン型の掃除機（ダイ

ソン社の掃除機及びダイソン社からライセンスの供与を受

けて製作した掃除機）を使った消費者が，フィルター型の掃

除機に戻ることは考えられない． 
この一・二年で，家電の量販店は様変わりした．ダイソン

型でない掃除機を探すことの方が難しくなっている． 
 

5.11 当社キーマンの病気・退職など 
 
 当社の基幹技術を担っていた技術者の技術承継がうまく

いかず，病気等で退職した場合には，それだけで企業は危機

を迎える．営業上のキーマンが他社に引き抜かれただけで，

倒産に追い込まれた企業もある． 
 
5.12 経営者の未熟 
 
経営者の未熟さのために，企業が危機を迎えることもある．

（畑村 2002）には，会社法に関する知識の不足を突かれ，

イトマンに「つぼ八」を乗っ取られた経営者の事例がまとめ

られている(13)． 
 
6. 危機管理論の位置づけ 

 
以上見てきたように，企業にとって危機は，事件，事故，

製品の瑕疵に止まらない． 
それでは，企業経営者，中間管理職等リーダー職にある者

は，企業危機をどのようにとらえればよいのだろうか．5.に
挙げた事例研究は，すべてが企業危機にまで至った事例では

ない．5.に掲げた事例のうち，企業危機は，次のような段階

に至ったものであり，危機管理とはこのような段階に至るこ

とを防止する活動である． 
 
企業にとって危機とは， 

(1) 企業・組織の目的・目標の達成に重大な障害となる

もの 
 

企業組織はそれぞれ特有の目的・目標を有してい

る．事件の発生や重大なシステム障害によってこれ

を達成することが不可能になった場合は，組織はそ

の存在意義を失う． 
 

(2) 企業の採用する戦略・戦術の実施に重大な障害とな

るもの 
 

5.10 に示すように，ダイソンの掃除機の出現に対

しては，従来のフィルター型の掃除機を製造販売し

ているメーカーは，販売戦略そのものを見直さなけ

ればならない．その上で，ダイソンに負けない画期

的掃除機の開発を行うのか，ダイソン社から技術供

与を受けるのか，技術戦略の見直しも迫られること

になる． 
従来の製品では販売成果が上がらない，技術開発

が不可能である，技術供与が受けられないなどの理

由で，戦略・戦術の立案実施に重大な障害が起これ

ば，企業は目的・目標を達成することができなくな

る． 
 

(3) 企業組織の維持・向上を危うくするもの 
 
 5.11 に示すように，技術承継が上手く行かず，技

術セクションが機能しなくなる事例や，優秀な営業

マンが多数引き抜かれたことにより，営業体制に重

大な支障が生じるようなケースである． 
企業組織が維持できなければ，目標の達成は不可

能になる． 
 

(4) 企業・組織の存続そのものを危うくするもの 
 

5.11 に示す事例のように，企業が乗っ取られたよ

うな事例や 5.3 に示す雪印乳業の事例のように，企

業・組織そのものの存続が危うくなった場合には，

もはや目標達成どころではない． 
 
目の前に起こった事象が，そのようなものに拡大する可能

性があるのかどうか，そういう目で見れば即座に危機管理行

動を起こすべきか否かの判断は比較的容易になる． また目

前に起こった単なる事件や事故を，企業危機にしないための

方策も思いつくに違いない．マスメディア対策も慎重に織り

込んだ発言を考えることになる．  
 
筆者は 2018 年の論文の中で，リーダーの機能を， 

(1) 目的・目標の明示 
(2) 戦略・戦術（計画）の立案・実施 
(3) 組織能力の維持・向上 
に分類し，このリーダーの三つの機能から出発すれば，科学

的なリーダーシップ論が展開し易くなることを説明してい

る(14)． 
 上述した企業にとっての危機とは，このリーダーの三つの

機能が果たせなくなる状態，三つの機能の遂行を危うくする

状態を示している．とすると，この状態に陥ることを防止す

る危機管理も，当然のことながらリーダーの役割である． 
 4.のリーダーシップの定義に関する分析との関係で言え

ば，いずれの定義を採るにしても，リーダーシップの定義に

予定されたリーダーの行動が実施できなくなる状態が，企業

にとっての危機状態である． 
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 とすると，このような危機状態に陥ることを防止する危機

管理活動は，当然リーダーの担うべき役割として，リーダー

シップ理論の中に位置づけられなければならない． 
 
7. 危機対応の実際 

 
企業組織に対する重大な危機はいずれもライン組織の活

動の周辺で発生する.スタッフ部門の活動が重大な企業危機

を引き起こすことも全くないわけではないが,数は少ない．

本来スタッフ部門はリスクをコントロールする使命を負っ

ているからである. 
したがって危機を収束に向かわせるのもラインの仕事で

ある.危機に際しては,トップの指揮命令に従い,ラインの組

織が総力をあげなければ解決しない. 
 大事なことは,危機管理室などというスタッフ部門を設置

して危機管理を任せても意味がないということである.スタ

ッフ部門は,実際の危機に際しては代表取締役のアドバイザ

ーとしてしか機能しない.そのようなアドバイザーが必要な

のかどうかについては，別稿に譲ることとしたい． 
 

7.1 危機発生時のクライシスマネジメント 

  

発生した危機に対する危機管理の目標は, 

 
Fig. 1  Crisis Management in the event of a crisis 

 

の二点である. 

危機管理セミナーに行ってみたらマスメディア対策だっ

たという事が良くある.確かにマスコミの対応に失敗すれば

評判が失われ,実際の危機以上に企業の存続が危うくなる.

マスメディア対応は非常に大切な危機管理の要素である. 

しかし順番を間違えてはいけない.何よりも被害の拡大を

防ぐ事が危機管理の第一の目的である.まずこれを誠実に実

施しなければならない. 

被害の拡大を防ぐためには正確な原因を究明する必要が

あり,正確な原因を究明できれば正しい対応と被害の拡大を

防止するための正確な対策を立てることができる. 

しかしこれよりも大事なのがスピードである．被害が深刻

であるか,急速な拡大が予想される場合には,原因が特定さ

れる前であっても即時に全商品の販売停止,市場からの回収

が行われるべきである.何よりも，被害の拡大の即時の防止

が危機管理の第一の目的である．先述したように，食品の場

合などはむしろこれが正しい手順となった. 

被害の拡大防止は報道の目的にも合致しており,被害の拡

大を防止するための誠実な努力は必ずマスメディアもわか

ってくれる. 

 

危機管理に重要なのはスピードである.どんなに小さな危

機でも即刻対応しなければならない.危機は放置すれば拡大

する性質がある.小さな危機に対する対応が遅れたばかりに

大きな被害をもたらす事は良くある. 

 

 

 

 

 

7.2 日常のクライシスマネジメント 

  

 危機対応は実際に危機が発生してしまってからでは遅い.

危機にスピーディーに対応するためには普段の危機分析,危 

機予測が重要である. 

 

7.2.1 危機予測 

 

大切なことは,リーダーは自分が率いる組織を取り巻く危

機について日頃から分析しておく事である.これは組織･職

能の各階層で行われなければならない. 

5.で例示したように，実際の危機は業務の数だけ存在する.

さらに時間とともに,経済環境や技術革新とともに変化する.

これをいかに把握するかが問題である. 

組織が大きくなればなるほど，トップは全容を把握するこ

とが難しくなる. 

 

そこで定期的に，「各組織で起こっては嫌だと考えるこ

と」「こういうことが起こると大変なことになると思うこ

と」について,社内の各組織に可能な限り調査・列挙させる

必要がある. 

会社を取巻く危機については,株主も経営側も心配事は共

通である.今後起こるべき経営環境の変化にどのように対応

するのかは,的確に方針を示せなければならない. 

そのために各組織の抱える危機情報を吸い上げ,経営陣が

会社を取巻く危機について，残らず認識できるようにしてお

く必要がある. 

 

7.2.2 危機回避策の検討 

 

前項で全社の危機予測を行う方法について説明したが,そ

のうちの危険性の高いもの（起きる可能性の高いもの，起き

た場合に想定される害悪が大きなもの）については,危機回

避策を検討しておかなければならない. 

まずは起案した当時者（現場の社員のこともあれば,所属

長のこともある）に,回避策・解決策を立案させる.次にその

上長に回避策・解決策を立案させる.上長は別の情報源や必

要な知識を持っている可能性もあるからである. 

これに基づいて役員会で議論を行う.実際の危機対応のシ

ミュレーションを行うと同時に,危機分析や対応策を共有・

修正するためである.新たな投資が必要になったり,新たな

提携関係が必要と考えられる場合は,必要な意思決定が行わ

れる. 

 

 
Fig．2  Preparing for the crisis 
 
7.3 リーダーの果たすべき役割としての危機管理 

 

 リーダーの役割としての危機管理は，（5.に示したように）

業務に対応して発生する事件・事故等を，日常の Crisis 
Management，危機発生時の Crisis Management を通じて，6.
に示した組織の危機にまで拡大しない努力である． 

企業に発生した危機が企業・組織の目的・目標の達成に重

大な障害となる場合，企業の採用する戦略・戦術の実施に重

大な障害となる場合，企業組織の維持・向上を危うくするも
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のである場合，企業・組織そのものの存続を危うくする場合

には，リーダーはその活躍の場を失うことになる． 
したがってそのような状態に至ることを防ぐ危機管理は

リーダーの果たすべき重要な役割であって，リーダーシップ

論の一部として，危機管理論を当然に展開することができる． 
危機発生時でも日常の危機管理でも，企業リーダーは，危

機を引き起こしかねない事象に対して，自分が今何に対峙し

ているのか，望ましい結果は何で，自分の言動で何を引き起

こしかねないのか，常に意識するのは当然のことである． 
危機を引き起こしかねない事象を放置すれば，リーダーは

自らの率いる組織を消滅させることになるか，自らの機能を

発揮することができなくなるからである． 
 
8. 結言 

 

 本研究では，従来は位置づけがあいまいであった危機管理

論を，リーダーシップ理論の中で展開する理論的な根拠の一

部を提示することができたと考えている． 

今後はリーダーの役割・機能論の後に，これを遂行するこ

とを困難にする事態として危機を位置づけ，これに対する対

応としての危機管理論を展開したいと考えている． 
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Abstract  
 In recent years, an increase in the turnover rate of new graduates has been a problem. The biggest factor is 
mismatching with companies that have found a job as a result of working on their job hunting activities 
without being able to recognize their strengths correctly, despite thinking about their own life and being 
unable to think about themselves. Seems to be happening. Leadership has become important as one of the 
abilities to acquire before graduating from the university at the 2008 Central Education Council. Leadership 
can be demonstrated by understanding the differences between yourself and others and utilizing the 
“strengths” that you take for granted.  

In this paper, we show the method and results of seminar guidance focusing on improving the leadership 
ability of each “strength” based on the results of the strength finder conducted at undergraduate professional 
seminars since 2014. 

 
Key Words: Strengths-Finder, Leadership, Professional Seminar, Education 

 
1．はじめに 

 

経営学者 P.F.ドラッカー氏は，著書『プロフェッショナル

の条件』において，リーダーシップとは組織の使命を考え抜

き，それを目に見えるかたちで確立することとし(1)，フォロ

ワーシップがあって初めて成立する「対話的な行為」とも捉

えている．リーダーシップの手法は，時代や環境によって

様々に変化しているが，「共通の目標（成果）を達成するた

めにメンバーの力を引き出す」という考えは変化していない．

現在のグローバル社会において，企業は様々な状況の変化に

対して，素早い対応が求められており，組織の中での「リー

ダーシップ」はトップだけが持てば良い能力ではなく，組織

に属する全ての人に求められている． 
さらにドラッカー氏は，著書『経営者の条件』の中におい

て，「成果を上げるには，利用できるかぎりの強み，すなわ

ち同僚の強み，上司の強み，自分自身の強み，を使わなけれ

ばならない．強みこそが機会である．強みを生かすことが，

組織の特有の目的である」と述べている(2)．経営者と従業員

の相互で，他者との違いを理解し，自分では当たり前となる

「強み」を活かすことで，それぞれの「リーダーシップ」を

発揮することが出来，組織や集団を成果に導くことが出来る

と考えられる． 
「強み」は，一般的に人が活躍し最善を尽くすことを可能

にさせる特性と定義されている. 強みを測定する尺度として

代表的なものが，米国 Gallup 社 のストレングス・ファイン

ダーである(3, 4)．筆者らは，日本リーダーシップ学会論文集

第 2 号にて，本テストを活用した社会人のリーダーシップの

習得について報告し，組織の改善には，経営者が従業員の資

質を知った上で，相互理解を深め，経営者だけでなく，全員

の「強み」を発揮させることが必要であることを示した(5)．

さらに，2008 年の中央教育審議会答申「学士力」の中で，

大学卒業時までに身につけるべき能力としての一つとして，

リーダーシップが挙げられており，大学でのリーダーシップ

教育が重要となっている．また，2006 年から経済産業省が

提唱している「社会人基礎力」は，3 つの能力（12 の能力要

素），「前に踏み出す力（アクション）」，「考え抜く力（シン

キング）」，「チームで働く力（チームワーク）」から構成され

ており，「職場や地域社会で多様な人々と仕事をしていくた

めに必要な基礎的な力」とされている．リーダーシップには

「前に踏み出す力」や「チームで働く力」を発揮することが

求められるとも言える(6)． 
本論では，2014 年より大学 3 年次から配属される専門ゼ

ミにて実施した，ストレングス・ファインダーの結果を元に，

それぞれの「強み」によるリーダーシップ力の向上を意識し

たゼミ指導と，その結果について報告する． 
 
2．ゼミの運営 

 

 「ゼミ」とは「ゼミナール」の略称であり，大学入学時に

共通教養科目として実施される「基礎ゼミ」から，高学年時

に教員の指導のもと研究を進める「専門ゼミ」などがある(7)．

ここでは，「専門ゼミ」を対象とし，3 年前期から「卒業研

究ゼミナール」という名称で，学生達が配属され，2 年間実

施される．学生は，2 年次の 2 月上旬までに希望を提出し，

それら結果をもとに，12 名前後の学生が配属される．すべ

ての学生が第 1 志望の年度もあれば，そうではない場合もあ

る． 
筆者の保本は文系学部に属するが，担当する「卒業研究ゼ

ミナール」では地理情報システム(GIS)の使用や衛星データ

の解析などを行う学生もおり，文理融合のゼミナールとなっ
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ている．3 年次は，前・後期で週 1 回（90 分）のゼミを行い，

下記を行う． 
① グループディスカッション・グループワーク 

教員が用意したテーマ対して，各グループで調べ，意

見をまとめ，パワーポイントで発表，その後，報告書

の作成を行う．グループは 3, 4 人で，毎回メンバーが

異なる． 
② 4 年生との交流：月 1 回程度  

4 年生の卒業研究進捗報告会や 3 年生のグループワー

ク発表会などで交流する． 
③ 社会人ゲストの講演：不定期 

様々な分野の社会人のゲストを招き，仕事や学生時代

の話を聞く． 
④ 各自で卒業研究のテーマの検討（後期） 

4 年で実施する卒業研究のテーマを教員と相談しなが

ら検討する． 
3 年次ではグループワークを取り入れているが，メンバー

内でお互いを認め合い，協力することが出来ないと，非常に

低調なゼミ運営となる．教員の働きかけは，もちろんだが，

学生達がそれぞれの強みを理解し，グループの向上を図らな

ければならない．また，保本は 3 年ゼミ生に対して，過去の

体験などを基にした自己分析（自分の長所・短所）や価値観

分析をさせ，自分を客観視することを心がけるように伝えた

が，自分の過去の経験に対する考え（想い）を整理できず，

なかなか自己分析が進まない状況が見られた．近年の新卒社

員の離職率が高い要因は，就職活動時に正しく自分の強みを

認識出来ない上で活動した結果，就職した企業とのミスマッ

チングが最も大きな要因として考えられる(5)． 
4 年次は，前・後期で週 2 回のゼミで，研究作業や教員と

のディスカッション，進捗報告などを行い，1 年間の研究成

果として，卒業論文にまとめ，2 月に発表を行う．その間，

学生たちは，インターンシップの参加を経て，就職活動を行

うことになる．2 年間で教員と学生の間や学生同士での結び

つきは強くなる．ゼミ活動（グループディスカッションやグ

ループワークなど）は「専門教育」だけでなく，「キャリア

教育」としても重要である． 
そこで，2014 年から，自己分析ツールの一つである米国

Gallup 社のストレングス・ファインダー・テストをゼミ指導

に活用することにした． 
 
3．ストレングス・ファインダーの結果 

 

ストレングス・ファインダー・テストは，200 万人の成功

者のアンケートをもとに作成されており，非常に信憑性の高

いものとされている．2017 年末の段階で，全世界 1700 万人

以上が本テストの結果を活用している．Web サイト上で，177
問の質問を所要時間 30-40 分で答えることにより，34 種類

の資質（表 1 参照）の内，最も強く表れている上位 5 つの資

質が示される．本テストを受講することで，客観的に自分の

才能や，自分に合った働き方，どんなことにモチベーション

を感じる等を知ることができる．自己理解の必要な学生には

最適と言える． 
米国 Gallup 社では，34 の資質を「リーダーシップ」の観

点から，下記 4 種類に分類している(8)（表 1 参照）． 
① 実行力（アイデアを「捕まえて」現実のものにする能

力） 
② 影響力（グループの主張を確実に周囲に伝える能力） 
③ 人間関係構築力（グループ全体をまとめ，より大きな

力へと変える能力）， 

④ 戦略的思考力（常に先を読み，筋道を立てて集団を導

く能力 
 
Table 1 The 34 StrengthsFinder themes and the 4 distinct  

domains of leadership strength 

実行力 影響力 人間関係 
構築力 

戦略的 
思考力 

アレンジ 活発性 運命思考 学習欲 
回復志向 競争性 共感性 原点思考 

規律性 コミュニ 
ケーション 個別化 収集 

公平性 最上志向 親密性 戦略性 
慎重さ 自我 成長促進 着想 
信念 自己確信 調和性 内省 

責任感 社交性 適応性 分析思考 
達成欲 指令性 包含 未来志向 
目標志向  ポジティブ  

 
図 1 は，大学生 60 名（2014〜2018 年度 3 年ゼミ生，資

質総数 300）の上位 5 つの資質を集計した結果（資質数）を

示す．学生達には，この結果を元に強みの活かした方につい

て説明するが，ここでは事前に彼らの特徴を把握するため，

まず社会人の結果との比較を行った．表 2, 3 は，図 1 と同様

に中小企業経営者 391 名（資質総数 1955）とベンチャー企

業経営者 48 名（資質総数 240），一般従業員 2166 名（資質

総数 10830）の結果を元にしたグループ毎の資質数のランキ

ング（17 位まで）を示す．表 2 は中小企業経営者とベンチ

ャー企業経営者，表 3 は一般従業員と大学生 60 名の結果を

示す．図 1 及び表 2, 3 の色分けは，表 1 のリーダーシップ 4
分類の色に対応する． 
中小企業経営者の上位には，着想や学習欲，戦略性，未来

志向といった戦略的思考力の資質があり，ベンチャー企業

（ここでは新しい技術、新しいビジネスモデルを中核とする

新規事業により，急速な成長を目指す新興企業と定義）経営

者に比べ達成欲が多いことも特徴である．実行力の資質の一

つである達成欲は，経営者に多い資質（スタミナが有り，多

くのタスクをこなし働き続けることにモチベーションがあ

る）である(8)． 
一方，ベンチャー企業の経営者は，中小企業経営者と比べ，

下記が挙げられる． 
・着想や活発性，目標志向の資質が多い 
・調和性の資質が少ない 
・達成欲の資質が少ない 
これは，ベンチャーに求められるアイデア（着想），チャレ

ンジ精神（活発性），PDCA サイクル（目標志向活発性）な

どの要素が比較的高いと考えられる．調和性は物事を円滑に

進める資質であるが，ベンチャー企業は特性上「既存の枠組

みや世間」と必然的に衝突することになり，新しい道を切り

拓く際には様々ないざこざが発生する可能性も高い．そうい

った側面から全体順位が下位になったと考えられる．また，

ベンチャー企業経営者は，中小企業経営者より「思考」に比

重があるため，達成欲の順位が下位になったと考える．新し

い技術やビジネスモデルを創出する為には，思考を止めて作

業を行うよりも，常に考え続けられることが求められる． 
一般従業員の上位には調和性やポジティブ，共感性といっ

た人間関係構築力がある．また，最上志向（何事に対しても

より良くしたいと，更に上を目指し向上させる資質）は中小

企業経営者やベンチャー企業経営者と共に資質数が多い．こ
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れは，仕事（業務）を積み重ねたことで，より良くしたいと

いう意識が高まり，強みとして目覚めて来たと考える． 
保本ゼミ所属の学生達（3 年次）は，調和性，適応性，共

感性などの人間関係構築力が高い．特徴的なところは，レア

資質と言われる「自我」（2016 年の世界約 1500 万人の結果

で資質数 32 位：全体の 6.3%）が上位にある．ゼミ生達の中

には，学外の課外活動（環境イベントや地域活性化活動の運

営・参加，ボランティアやインターンシップの参加など）を

行う者が多い．「自我」は人の役に立つことを喜ぶ資質であ

るため，行動を起こし，称賛や承認，感謝などが有ると，さ

らに頑張ることができる．積極的に課外活動を行う学生ほど，

「自我」の高い可能性がある．また，「分析思考」，「収集心」

などの社会人の上位にない項目があるのも特徴である．ゼミ

生達は，地理情報システム(GIS)や画像処理，統計学（デー

タ分析），社会調査に関する演習などを必修科目として受講

している．社会人に比べると，全体的に戦略的思考力が低い

傾向を示すが，様々な演習を受講したことによって，上記 2
つが強みとして表れたと考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Fig. 1 Results of Strength-Finder test for undergraduate students 

 
Table 2 Ranking of qualities Strength-Finder test for managers 
 
順位 経営者（中小） 経営者（ベンチャー） 

1 最上志向 着想 
2 ポジティブ 最上志向 
3 着想 未来志向 
4 学習欲 ポジティブ 
5 戦略性 戦略性 
6 達成欲 活発性 
7 未来志向 学習欲 
8 個別化 個別化 
9 調和性 コミュニケーション 

10 コミュニケーション 収集心 
11 共感性 責任感 
12 社交性 目標志向 
13 活発性 社交性 
14 自我 達成欲 
15 親密性 運命思考 
16 責任感 親密性 
17 適応性 調和性 

Table 3 Ranking of qualities Strength-Finder test for employees 
and undergraduate students 

順位 従業員 大学生（3 年次） 
1 最上志向 調和性 
2 調和性 適応性 
3 ポジティブ 共感性 
4 共感性 最上志向 
5 着想 慎重さ 
6 適応性 ポジティブ 
7 回復志向 回復志向 
8 個別化 自我 
9 学習欲 個別化 

10 戦略性 成長促進 
11 達成欲 分析思考 
12 社交性 社交性 
13 慎重さ 公平性 
14 成長促進 収集心 
15 未来志向 着想 
16 収集心 戦略性 
17 責任感 包含 
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図 2 は，リーダーシップの 4 分類で集計した結果を元にし

た平均資質数 （4 分類での資質数 / 人数）を示す．経営者

（中小企業＋ベンチャー企業）は，影響力と戦略的思考力の

資質数が多い．ゼミ生達は，社会人より戦略的思考力は低い

が，人間関係構築力と実行力が高い．目標に向けて，チーム

で協力し，やり遂げるのが得意なゼミ生が多いと言える．課

外活動に積極的に参加していたゼミ生は，様々な世代の方々

と交流して意見を交わし，働きかけて，働きかけられるよう

な環境に入るため，社会人基礎力で定義される能力の「前に

踏み出す力」や「チームで働く力」が身についていると考え

る． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.2 Averaged counts of classification results of 4 domains of managers, employees and undergraduate students 
 

4. ゼミ指導でのリーダーシップ開発 

 
ストレングス・ファインダーが示す資質の結果は，被験者

の価値観や特性（特に，本人が意識的に自覚することが難し

いもの）であり，それを元に，被験者が他者に貢献すること

によって「強み」となる．つまり，その特性を客観的に知る

ことで自らの強みを考える機会となる．さらに，その資質を

活用してリーダーシップを発揮することが肝要であると考

える．資質は単独ではなく複合的に掛け合わせて，使用する

ことが多い（例：戦略性と着想では，新しいビジネスモデル

を考える能力に長けるが，戦略性と慎重さではリスク管理能

力に長ける）．つまり，1 つの資質が同じでも組み合わせに

よって多様な活かし方が可能となる．また，同じ資質を所有

している先人達の様々な実績や知恵を学ぶことも可能であ

り，自分なりのリーダーシップスタイルを見つけるヒントと

なる． 
 リーダーシップの発揮をする上で大事なことは，一般的な

「リーダー像」に適合しようとすることでなく，それぞれに

合ったリーダーシップ発揮方法を学ぶことである．一人で何

でもこなせる「絶対的なリーダー」や「卓越した個人」がい

るチームよりも，それぞれの領域に秀でた力を持った「個人

の組み合わせ」によって団結した強固なチームは，はるかに

高い成果を上げるとされ， 一人一人が万能である必要は無

く，チームとして万能であることが必要だと考えられている 

(8)． 
米国では，1990 年代から，立場的優位性（上司と部下の

関係）が無い状況でも発揮できるリーダーシップも重要であ

ると考えられるようになった．このことを踏まえ，ストレン

グス・ファインダーを活用した大学教育も実践(9, 10)されてお

り，「強み」を学び，発揮することは，自分の未来に対して

の自信が高まるとも考えられている． 

これまでの日本の教育では，学習者に課題に取り組ませる

なかで，各自の弱みを見出し，それを克服させることが主流

であったため，強みに磨きをかけることは行われてこなかっ

たが，近年では学生指導での強みの活用も行われている(11-13)． 
ここでは，ゼミ指導において，ストレングス・ファインダ

ーの結果（図 1 参照）を活用したリーダーシップ開発を図っ

た．ゼミ生達に 34 の資質とリーダーシップの 4 分類につい

て説明した上で，下記の流れで実施した． 
① 結果を元にした自己分析 
② ゼミ生全員の資質一覧表を元に，特徴的な資質につい

て解説（自分だけでなく他者の強みを理解することを

伝える．） 
③ 個々のメンバーの特徴を解説（メリット・デメリット

を伝える．その上で資質に優劣はなく，どう扱ってい

くかが重要だと何度も伝える） 
④ 個人セッション（強みを活かすためのアドバイス） 
⑤ 資質に応じたリーダーシップ発揮方法を解説（上記 4

種類の各領域それぞれに優れた世界的に超一流とされ

る企業のリーダー達が，それらを活かして如何に成功

したかについて(8)伝える） 
⑥ ⑤で世界的企業の経営者が強みを活かした結果につい

て説明したが，学生にとって，「自分ごと化」しにくい

場合が有るため，中小企業やベンチャー企業経営者が

強みを把握した上での組織改善を行った結果(5)につい

ても解説 
⑦ 表 2 の社会人の結果とゼミ生達の違いを示し，自分達

の価値や強みを活かす重要性を認識させる． 
⑧ 強みを活かした大学生活（ゼミでのグループワーク，

卒業研究，課外活動など）を解説 
⑨ 強みを活かしたキャリアの検討（インターンシップな

どで強みの活用） 
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⑩ 強みを活かした就職活動（エントリーシートや面接で

強みをアピール） 
 
表 4 は学生 4 名のリーダーシップの 4 分類結果（資質数）

を示す．学生 1 は戦略的思考力が高い．計画作成や情報収

集・分析力に長けているため，ゼミのグループワークでは，

計画を立てチームがよりよい決断を下せるよう協力する（考

える）ことを意識させた．卒業研究では衛星データ解析を行

い，強みの向上を図った．学生 2 は影響力が高い．自分の意

見や要望を周囲に伝える能力に長けている．グループワーク

では，より良いプレゼン資料を作成し，チームを代表して発

表することを意識させた．学生 3 は人間関係構築力が非常に

高い．チームのまとめ役として欠かせない存在である．グル

ープワークでは，メンバーたちの力を合わせてチームとして

の力を発揮することを意識させた．学生 4 は全項目を持つバ

ランスのとれたタイプである．グループワークでは，全員が

賛同出来るような提案をすることや，議論を「合意」の終着

点へ持っていくことを意識させた．グループワークは 3 年時

に数回実施し，毎回メンバーを変え，その都度，各自の役割

を認識させた．終了後には，毎回，各自で振り返りを行わせ

た．「自我」の強みを持つゼミ生が多いこともあり，筆者は，

ゼミ生達の振り返りシートを元に，学生自身が強みを活かし

ていたと感じる事例に対して，褒めることに努めた． 
ゼミ生達が自身の資質を知り，「強み」として発揮できて

いると考えているかどうかについて，別途，表 5 に示す 10
項目のアンケート（5 段階評価，5：非常に当てはまる，4：
当てはまる，3：どちらでもない，2：当てはまらない，1：
全く当てはまらない）を実施した．質問は，強みの自覚感を

測定する項目(No.1-5)と強みの活用感を測定する項目(No.6- 
10)から主観的な感覚について測定している (14, 15)．表 5 は

3, 4 年終了時に実施した時の平均値（47 名）も示す．4 年で

の値は 3 年での値より上昇を示し，有意水準 5％で検定を行

うと，項目 2-4 以外は有意差が見られた．2-4 以外の項目で

は 2 年間での成長があったと言える．強みの自覚感では，自

分の強みは把握できているが，自分の周辺の人達に，自分の

強みを理解（把握）されていないと感じており，強みの活用

感では，活用することの意識付けは出来ているが，発揮でき

ている感覚は低いと言える(16)． 
 

Table 4 Classification results of 4 domains of undergraduate 
students 

 
実行力 影響力 人間関係 

構築力 
戦略的 
思考力 

学生 1 1 1 0 3 
学生 2 1 3 1 0 
学生 3 0 1 4 0 
学生 4 1 1 2 1 

 
 

Table 5 Results of ten questionnaire items for undergraduate 
students 

No. 質問項目 3 年 4 年 

1 自分の強みが何なのか 
気付いている 3.38 3.49 

2 自分の強みをよく知っている 3.34 3.43 

3 自分の強みは何が一番なのか 
知っている 3.23 3.32 

4 周りの人は，私の強みを 
把握している 2.38 2.43 

5 自分が，どんな時に強みを 
発揮できるか知っている 2.91 3.06 

6 自分の強みを常に使おうと 
心がけている 3.11 3.21 

7 自分の強みを使うことは自分

にとって自然である 3.00 3.13 

8 自分の強みを活用する機会が

沢山ある 2.68 2.85 

9 自分の強みを様々な状況で 
使うことが出来る 2.64 2.79 

10 自分の強みを様々な方法で 
活用することが出来る 2.60 2.74 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

Fig.3 Averaged counts of classification results of 4 domains of group A and B undergraduate students
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図 3 は，表 5 の 10 項目で 3 年での値が平均 3.5 以上（A
グループ：8 名，全平均 3.59）と未満（B グループ：39 名，

全平均 2.79）で集計したリーダーシップ 4 分類での平均資質

数を示す．A グループは，B グループに比べ，戦力的思考力

の高いことが特徴で，強みを理解し，活かしていると感じて

いるグループである．つまり，新たな物事を学習し，得た知

識をもとに分析・思考する上で重要な能力であるため，大学

の授業（上記演習科目）において「強みを活かしている場面

を想像しやすい」と考えられる．  
一方，4 年時での値は，A グループは変化がなく，B グル

ープは平均が 2.93 で成長が見られた．B グループの学生達

は，就職活動の面接で課外活動が評価されたことや，グルー

プワークでは自分の得意な役割を率先して担当できるため，

人間関係構築力と実行力が強みとして発揮していることが

自信となり，値が上昇したと考える． 
卒業後の進路では，A グループの学生達は，大学ではシス

テム開発などの経験は無いが，情報系企業でのシステムエン

ジニアを選ぶ場合が多いのも特徴であった．ゼミでの活動を

経験したことで，自分の強みを理解し，自己分析を行った結

果，文系職より理系的な専門職を選んだと考える．  
 
5. おわりに 

 

本論では，まず個々の「強み」に注目し，米国 Gallup 社
の自己分析ツール：ストレングス・ファインダーを用いて社

会人（経営者と従業員）と大学生（文系学部 3 年次のゼミ生）

の資質結果について紹介した．経営者は資質の上位に戦略的

思考力の高い人が多い．ゼミ生は戦略的思考力の資質数は少

ないが，人間関係構築力が高い人が多く見られ，「自我」や

「分析思考」，「収集心」などの資質が社会人より上位に有る

のが特徴であった．中小企業とベンチャー企業の経営者では，

資質の特徴が異なる可能性があるために区別したが，中小企

業経営者の中にも 2 代目や 3 代目だけでなく，創業社長が多

く含まれている．ここでは，新しい技術やビジネスモデルを

もとに創業した企業の経営者だけをベンチャー企業として

いるが，数十年前のベンチャー企業（当時の新しい技術やビ

ジネスモデル）に関しては明確に分類することが出来ていな

い．さらに大企業の経営者のデータが少ないため，本論では

割愛している．学生にとって，様々な経営者が従業員と相互

理解を経た上での組織改善を行った課程を知ることは，リー

ダーシップを学ぶ上で参考となるため，引き続きデータの収

集を図りたい． 
学生達には，ストレングス・ファインダー実施後に「強み」

を活かしたリーダーシップ力の向上を意識したゼミ指導を

行った．その後，強み自覚度及び活用度アンケートを実施し

た．戦略的思考力の高い学生は，自分の強みを理解し，発揮

していると考えている場合は多い．一方で，自分の周辺には

自分の強みを理解してもらっていないとも感じており，学生

全体の問題として，相互理解が不十分であることがわかった．

企業では，経営陣が従業員の強みに着目出来ていないと，従

業員が仕事に熱意を抱く確率は僅か 9%だが，強みに注目し

ていると 73%と大きく上昇する(8)．他者との違いを理解し，

お互いの「強み」を活かすことで，組織は成果に導くことが

出来る．今後は，ゼミのグループワークにおいて，お互いの

違いを理解し尊重しあう事を意識させるなどの改善が必要

である．現代社会においてダイバーシティ・インクルージョ

ンといった多様な価値観や能力が相互に影響を与え合い成

果を出すことを求められる中で，画一的なリーダーシップ像

を追いかけるのではなく，それぞれが自己の特性を活かした

リーダーシップを発揮する必要がある． 

強みの把握と活用は，リーダーシップの開発だけでなく，

自信が高まるとも考えられており，大学生活（授業）に対す

る取り組み方などにも変化が生まれると考える．今後は，

「社会人基礎力評価」と強み自覚度，活用度の関係などにつ

いても検証したい． 
社会（企業）では，一般的に「こういう人物が望まれる」

という様々な情報が存在するが，それらはあくまでも数ある

事例の 1 つであることを認識しておく必要がある．企業が求

める人材は，会社の事業体の違いによって異なるため，「自

分の強みを最大限発揮している人」と言える．つまり，自身

の強みにフォーカスし，さらに可能な限り伸ばし，それらの

強みを求める企業とのマッチングが求められている(5)．今後，

学生が自分の強みを認識した上で企業とのマッチングがで

きるシステム開発にも取り組む． 
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